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大地震の長期予測は，日本国内では地震調査研究推進本部による長期評価という形で

実施され，その評価結果は全国地震動予測地図などの形で社会に公表されている。大地

震の長期予測は，災害軽減や防災対策の立案に役立てられることが期待されるが，大地

震の発生は極めて低頻度な現象であるため，主に過去の地震の発生履歴に基づいて行わ

れてきた長期予測には大きな不確定性が伴っている。本部会では，地質・地形データや史

料・考古データを活用して地震の発生や地殻変動の履歴を解明する手法の高度化を進め

るとともに，各地域での調査から過去の履歴データを蓄積して，大地震の予測精度の向

上を目指した観測研究を行う。さらに，本計画では，これまでは十分に活用されていなか

った地殻変動や地震活動などの地球物理学的観測データや地震発生の物理モデルの利用

による「新たな長期予測」を重点課題とし，長期予測手法の高度化を目指した観測研究を

行ってきた。 

５年間の成果の概要と今後の展望 

この５年間では，新型コロナウイルス感染症の蔓延という想定外の要因により，特に

フィールドでの調査に大きな制約があったため，多くの研究でその影響を受け，研究計

画の変更などを余儀なくされた課題もあった。一部の課題では当初の目標を変更せざる

を得ないものもあったが，全体としては，適切な計画変更や過去データの解析などによ

り，概ね当初計画通りの成果を挙げることができた。以下に，５年間の主な成果の概要を

記す。 

海溝型地震に関する「新たな長期予測」として最も基本的な推定量と言えるプレート

間相互作用の推定では，測地データからブロック運動とプレート間のすべり遅れの時間

変化を同時推定する手法や，力学的固着（剪断応力速度）分布を直接推定する手法が新た

に開発された。地殻変動からプレート間相互作用を推定するためには，地下構造の不均

質性や粘弾性構造を導入することの重要性が指摘された。一方で，南海トラフ沿いの弾

性不均質に関しては，プレート間すべりによる地殻変動のグリーン関数ライブラリが公

開され，高性能の計算機やソフトウェアを保有しない研究者でも弾性不均質を扱えるよ

うになった。これらのデータ解析手法に加えて，大地震の発生によるエネルギー収支の

理論的研究も進められた。観測データから得られる現時点での固着分布と過去の大地震

の発生履歴に関する知見を組み合わせて，南海トラフ及び相模トラフ沿いにおける力学

的固着域の破壊による現時点での巨大地震発生シナリオが提示されたのは，特筆すべき

成果である。 

すべり速度状態依存摩擦則を用いた地震サイクルの数値シミュレーションは，前計画

から沈み込み帯の各地域を対象に進められてきたが，現実的なシミュレーションのため

には，プレート境界断層での摩擦パラメータの分布を知る必要がある。この５年間にお



いては，余効すべりやSSEの伝播速度等の観測量から摩擦パラメータを推定する手法が提

案されたり，日本海溝において東北地方太平洋沖地震前後の約30年間のプレート間すべ

りや地震発生履歴などの観測データと調和的なモデルが構築されたりするなど，現実的

な摩擦パラメータの範囲を絞り込むことができるような成果が得られている。さらに，

余効すべりやSSE発生時などのGNSSデータのデータ同化により，直接摩擦パラメータを推

定する研究も進められた。 

過去の大地震の発生履歴を明らかにする研究として，地質・地形学的データに加え，史

料・考古データの活用が広がった。特に，相模トラフ沿いで発生する海溝型巨大地震であ

る関東地震について，史料・考古データの再検討により，古代以降の関東地震の可能性が

ある地震が整理され，発生間隔や現時点での30年発生確率が検討された。地震の組み合

わせによっては発生間隔が大きくばらつき，今後30年間の発生確率が19%と高い確率にな

る可能性も示された。日本全国の各地域においても，日記や年代記に基づいて，従来認識

されていなかった複数の大地震や有感地震の存在が明らかになったことは，史料データ

が有効活用されたことを示す一例である。 

内陸地震に関する「新たな長期予測」としては，日本列島のGNSSデータから得られるひ

ずみ速度場から地震発生確率を計算する手法が整理され，日本列島でのM6以上の地殻内

地震の30年発生確率の試算が行われた。試算を通して非弾性変形の寄与の見積もりなど

の課題も明らかになったが，過去の地震との比較により，GNSSデータに基づく予測モデ

ルの統計的有意性が確かめられた点は評価できる。次期計画でも，さらなるモデルの改

良や実用化に向けた他のデータを用いたモデルとの統合を進めることが期待される。測

地観測データに基づくひずみ速度の計算においても，従来は基盤観測網のGNSSデータが

主として用いられていたが，InSARデータを用いて計算する手法の開発が進み，一定の成

果が得られた。次期計画では，GNSSデータについても民間基準点で得られたデータを活

用し，さらにInSARデータと統合させることによって，数km以下の空間解像度でひずみ速

度が明らかになることが期待される。数値シミュレーションを用いた内陸地震の予測研

究も，摩擦則を用いた地震サイクルシミュレーションと地震時の動的破壊シミュレーシ

ョンの両面から研究が進められた。断層の形状と応力場，GNSSのひずみ速度場などの観

測情報を取り入れることにより，実際発生した地震の破壊過程や地震の繰り返しを再現

することが可能となった。 

地質学的手法に基づく海溝型地震の履歴調査では，北海道沿岸域における17世紀（1640

年と1611年）や13世紀の巨大津波の堆積物の分布が詳細に調べられ，千島海溝沿いの巨

大地震が再検討された。南海トラフ沿いでも各地で調査が実施され，三重県南伊勢町で

過去3,000年間の海水の浸水イベントの年代が明らかになった。また，和歌山県の橋杭岩

の巨礫の運搬条件から，1707年宝永地震の津波よりも大きな津波が過去に発生していた

ことが明らかになった。日向灘沿岸の津波堆積物から1662年日向灘地震が従来考えられ

ていたよりも規模の大きな巨大地震であった可能性が示された。南西諸島海溝沿いでは，

津波堆積物やサンゴ礁上の巨礫を制約条件として津波の数値計算を行うことで，過去に

発生した津波の特性を明らかにするだけでなく，これ以上の規模の津波はなかったとい

う最大規模の絞り込みを行うことができた。日向灘や南西諸島海溝沿いでの研究成果は，

地震本部によるこの地域の海溝型地震の長期評価に反映され，本計画での研究成果が社

会実装に至った例として高く評価できる。一方で，詳細な調査と年代測定などの事例研



究を通して，津波堆積物分布の局所的な複雑性や保存と消失過程の特徴を考慮した認定，

津波来襲当時の古地形の復元などが，津波評価において重要であることも明らかになっ

た。 

陸域の活断層に関する調査からは，複数のトレンチ掘削やLiDARを用いた詳細地形デー

タに基づき，断層地表トレースの複雑な形状や地震の活動履歴が明らかになった。各セ

グメントでの活動履歴を詳細に調べると，周辺セグメントと連動する場合や単独で動く

場合，複数のタイプの地震が発生し，かなり複雑な挙動を示している実例が，中央構造線

断層帯や糸魚川―静岡構造線断層帯，布田川―日奈久断層帯などで明らかになった。特

に，活断層の接続部や末端部において，地震による違いが出やすい可能性もあり，活断層

調査に基づく過去の発生履歴は，従来考えられていた以上に詳細に検討する必要がある

ことが示された。一方で，横ずれと縦ずれの両方に着目し，過去の地震が連動型か単独型

かを判別する新しい手法も提案された。また，海域の活断層調査のために，銭洲海嶺西端

とその延長部において海底地形詳細調査と浅層地質構造探査が行われ，伊豆マイクロプ

レートとフィリピン海プレートとの境界である可能性が高い撓曲崖が発見された。 

大地震前後の長期にわたる地震活動の活発化・静穏化については，クーロン応力変化

と速度状態依存摩擦則に基づくモデルが実際の地震活動を非常に良く説明することが示

され，予測モデルの計算手法も確立した。多くの地震活動において，この手法の妥当性が

検証されており，次期計画では社会実装に向けた取り組みも期待したい。 

日本全国の基盤観測網を用いた地殻活動のモニタリングの高度化も前計画に引き続き

実施された。特に本計画では，S-netやDONETなどの海底地震観測網を利用したモニタリ

ングの高度化が進められ，３次元不均質構造の影響などを適切にモデル化することによ

り，震源分布やメカニズム解の決定精度が向上するとともに，スロー地震の発生分布も

より小規模なものまで明らかになった。これにより，岩手県沖や茨城県沖では，プレート

境界型大地震の破壊領域はスロー地震の活動域とは空間的に相補的である一方，大地震

の前震や余震の多くがスロー地震の活動域で発生していることが判明した。また，高精

度な３次元地震波速度構造を用いて決定した震源カタログに基づき，日本列島内陸にお

いてD90（90%の地震が発生する下限）の分布を求め，地下の温度が300ºCとなる深さと同

傾向にあることを示した。これらの結果は，地震活動が少ない地域においても，地震発生

層下限を見積もることができる可能性を示し，内陸地震の最大規模の見積もりに応用で

きる成果である。  
南海トラフや南西諸島海溝においては，海底地殻変動観測や岩礁でのGNSS観測により，

沈み込むプレート（下盤）側と陸側プレート（上盤）側の海溝（トラフ）軸近傍における

地殻変動速度が明らかとなった。中でも，南海トラフ沿いの熊野灘ではトラフ軸まで，一

定のプレート間固着があることが明らかになり，将来発生する巨大地震の地震像を制約

するデータが得られた。 

本計画においては，地震発生の素過程を解明するための岩石摩擦実験も続けられた。

大型振動台を利用した大型の試料を用いた実験が精力的に行われ，断層面の不均質が断

層破壊過程やその準備過程に与える影響が調べられた。その結果，断層面が均質な場合

では単純な震源核形成を経て本震に至るのに対し，不均質な場合ではその過程が複雑化

し破壊伝播速度が４桁の範囲に及ぶことを明らかにした。断層面の不均質がさらに増加



した場合では明瞭な震源核形成は確認されず，代わりに前震活動が加速して本震に至る

カスケードアップが発生していることが明らかとなった。 

データや研究成果を使いやすい形で公開することは，観測研究の進展において相乗効

果をうみ，研究者コミュニティ全体の利益となる。観測データの公開は，防災科研の

MOWLASに代表されるように各機関から進められており，研究成果のデータベースも本部

会に関連するものだけで，活断層データベース，津波浸水履歴のデータベース，日記史料

有感地震データベースがあり，それぞれ，データの拡充や機能拡張が行われた。次期計画

でも，これらのデータ公開，データベースの充実は引き続き進められるべきである。 

本計画の期間内に発生した2024年１月に発生した能登半島地震（M7.6）と，トルコで

2023年２月に発生したカフラマンマラシュ地震（Mw7.8）は，それぞれ能登半島北方沖の

活断層帯と東アナトリア断層系の複数の区間が連動して大地震となったものであり，震

源域周辺の強い地震動による大災害を引き起こした。これらの大地震は，事前に活断層

であることが指摘されていた断層で発生した地震であり，活断層に基づく想定の範囲内

の大地震ということができる。一方で，この二つの地震は，単一の区間の破壊ではM7程度

の地震であっても，複数区間が連動してM7後半の地震になると，発生する地震災害も桁

違いに大きくなることを示した。複数の区間からなる長大な断層帯で，どのような場合

に連動破壊がおこり，将来発生する地震の規模の予測がどの程度可能であるのかは，次

期計画でも詳しく検討されるべき課題である。 

 

令和５(2023)年度の成果の概要 

以下では，本計画の５年目である令和５(2023)年度の成果の概略を述べる。 

 

１．地震・火山現象の解明のための研究 

（１）地震・火山現象に関する史料・考古データ，地質データ等の収集と解析 

ア．史料の収集とデータベース化 

古代～中世の史料に基づき，過去の関東地震の候補について検討を行った。その結果，

関東地震の可能性がある878年（元慶二年），1293年（正応六年，永仁元年），1433年（永

享五年），1495年（明応四年）の地震，及び1703年（元禄地震），1923年（大正地震）の

うち，地震の組み合わせを変えて，今後30年間の発生確率及びその時間変化を計算した

（東京大学地震火山史料連携研究機構[課題番号：HMEV02]）。正応，明応，元禄，大正の

４地震の平均発生間隔は210±７年となり，BPT分布のばらつきを示すパラメータである

αが最も小さい（最も規則的である）。この場合，今後30年間の発生確率は，前回地震か

ら160年（西暦2083年頃）まではほとんど０％であるが，その後急に増加し，西暦2127年

（前回地震から204年）頃にはほぼ100％となる。一方で，すべての６地震を考慮した場

合，発生間隔は209年±117年とばらつきが大きく，最短は62年（1433～1495年）である。

そのため今後30年間の発生確率は地震後すぐに増加し，現時点（地震発生後100年）です

でに19％とポアソン過程（13％）よりも高い値を示すことがわかった。 

 

ウ．地質データ等の収集・集成と分析 

海溝型地震の発生履歴に関する調査として，沿岸での津波堆積物や巨礫群を用いた古

津波と海岸段丘地形や生物痕跡に基づく地震性隆起の評価が行われた。 



千島海溝・日本海溝周辺域では，北海道太平洋沿岸において地質調査を行い，17世紀に

発生した巨大津波をはじめとした過去のイベントに関するデータを取得した。また，浸

水シミュレーションを行うための地形復元を行った（産業技術総合研究所[課題番号：

AIST08]）。さらに，1611年慶長三陸地震津波による津波堆積物が広く分布している北海

道胆振地方厚真町において，津波堆積物の観察を目的としたトレンチ掘削を行った（北

海道大学[課題番号：HKD_01]）。津波堆積物は主に淘汰の良い細粒砂で構成され，層厚は，

9 m長の壁面中で1 cmから22 cmと大きくばらつくことが確認できた。また，17世紀の津

波堆積物直下の20地点で放射性炭素年代測定を行った結果，年代は数千年の幅を持ち，

17世紀よりも有意に古い年代を示すブロック状の堆積物が，17世紀津波堆積物直下に再

堆積している例も確認できた。そのため，津波堆積物直下で年代測定をする際には注意

する必要があることが明らかになった。 

南海トラフ周辺域では，高知県須崎市で採取されたコア試料について，珪藻化石分析

を行い，過去に発生した地震性地殻変動を検討し，高知県東洋町において津波堆積物調

査を実施した（産業技術総合研究所[課題番号：AIST08]）。三重県南伊勢町の湖底堆積物

について，火山灰分析・年代測定を行い，イベント堆積物の形成要因と堆積年代を推定し

た(産業技術総合研究所[課題番号：AIST08]，Shimada et al.，2023)。和歌山県那智勝浦

町で採取されたジオスライサー試料について，粒度分析などの室内分析を行った（産業

技術総合研究所[課題番号：AIST08]）。 

南西諸島海溝沿いでは，南部の先島諸島（石垣島，西表島等）及び北部の奄美諸島（奄

美大島）において現地調査を行った。具体的には，LiDAR等の測量機器を用いて，これら

の地域で報告されている地殻変動の地形学的痕跡の定量化を行うとともに，津波石をは

じめとする過去の津波，地震の地質痕跡の年代測定を実施した。琉球列島南部について

は，歴史記録や地質記録を制約条件として，1771年明和大津波とそれより前の先史時代

の津波波源の検討を行い，いずれも津波地震による可能性が高いことを明らかにした（東

京大学理学系研究科[課題番号：UTS_01]）。 

内陸地震の発生履歴に関する調査としては，中央構造線断層帯・石鎚山脈北縁区間／

北縁西部区間周辺のセグメント境界付近を対象に，横ずれ変位だけでなく，局所的に生

じる上下変位を基に過去の連動型イベントを判別する手法の開発に着手した（産業技術

総合研究所[課題番号：AIST02]）。 

2016年熊本地震や2014年長野県北部の地震の地震後に実施された調査と本課題で行っ

てきた調査結果を基に，内陸地震の長期予測の高度化に向けた検討を行った（名古屋大

学[課題番号：NGY_03]）。2016年熊本地震後に実施された複数のトレンチ掘削調査の結果

を総合すると，布田川断層における2016年熊本地震の一つ前の活動時期は約2,000年前で

あり，二つ前の活動時期は約4,000年前である可能性が高く，平均活動間隔は2,000年前

後と推定される。一方，日奈久断層高野－白旗区間では，一つ前の活動は布田川断層と同

時期に2016年熊本地震と同様な横ずれ変位が主体の変位が生じたと考えられる。一方，

二つ前の活動は3,977-2,768 calBPと推定され，変位地形と調和的な東側が低下する変位

が主体であり，布田川断層の活動時期とは対応せず，高野－白旗区間単独の活動だった

可能性がある。このように布田川断層と日奈久断層の接続部に位置する本区間は，両断

層の影響下にあり，複雑な地下構造，地表形状，活動履歴を有するものと推定される。ま

た，詳細は５(５)に記載するが，トルコの東アナトリア断層系で2023年２月26日に発生



したカフラマンマラシュ地震(Mw7.8)に関するトレンチ調査等の研究も行われた（産業技

術総合研究所[課題番号：AIST02]）。 

令和６年１月１日に能登半島地震（M7.6）が発生した。この地震は，日本列島の内陸域

や日本海側で発生する地殻内地震としては最大級の地震であり，この地震に関する調査

も精力的に行われた。能登半島の北岸では，最大4 mにも及ぶ海岸の隆起が観測された。

そのため，海陸境界部で発生する地震の地震発生・震源断層モデルの構築に資する海岸

隆起データの取得と，上盤側にあたる陸上部で見られた変動地形についての調査を行っ

た（名古屋大学[課題番号：NGY_03]）。この地震に伴う津波に関しては，新潟県から石川

県の沿岸で津波痕跡の予備調査を実施した。調査は市街地ではなく自然海岸の15地点で

行い，津波の高さは2-4 m程度，遡上距離は10-200 m程度であった。多くの地点で，津波

の遡上限界付近でも砂からなる津波堆積物が確認できた（北海道大学 [課題番号：

HKD_01]）。この地震の発生以前からこの地域の地震活動や地殻変動の調査が進められて

おり，能登半島北東部では，海底活断層による長期間の地殻変動量を推定するために，海

成段丘面の年代推定を行うための掘削調査が３か所で実施された。ボーリングコアに含

まれる風成層から火山灰分析試料を採取し，段丘面の離水年代を推定すべく広域テフラ

との対比を目的とした火山灰分析を実施した結果，町田・小池編（2001）によってMIS9と

された地点（標高約168 m）では，MIS7eの可能性があることが判明し，いずれの地点でも

長期的な隆起速度は 0.7 mm/yr以上と推定された（東京大学地震研究所 [課題番号：

ERI_11]）。 

これらの古地震イベントに関する地質データを検索，表示できるデータベースは，引

き続き充実が図られている。産業技術総合研究所では，活断層及び津波浸水履歴情報を

「活断層データベース」「津波堆積物データベース」として整備しており（産業技術総合

研究所[課題番号：AIST01，AIST04]），「活断層データベース」では東北・関東地方の活

断層の調査地（約1,300地点）及び活断層線（約60断層）に関するデータの位置精度を確

認・更新を行った。津波浸水情報では，コンテンツ整備のため，千島海溝沿いや房総半島

東方沖の波源に関するデータ収集と情報の整理を行った。 

 

（３）地震発生過程の解明とモデル化 

ア．地震発生機構の解明 

地震サイクルシミュレーションでは，前年度に構築したGNSSデータ及び発震機構解に

よる広域応力場という観測データを反映した物理モデル化手法を，中央構造線活断層帯

に適用した（東京大学理学系研究科[課題番号：UTS_05]）。地震本部の長期評価で両論併

記された当該断層の鉛直と北傾斜の二つの断層形状モデルについて，平均すべり速度を

シミュレーションで求めて比較したところ，鉛直断層モデルでは長期評価で示されたす

べり速度とファクターで一致するのに対して，北傾斜断層モデルではオーダーで不一致

となることを示した。 

超大型岩石摩擦試験機で使用する岩石試料（模擬断層面：6 m×0.5 m）に局所的な現象

をモニターするためのひずみゲージや弾性波センサー等を設置して測定環境を構築し，

一定荷重・一定速度での基礎実験を実施して断層破壊伝播に関するデータを収録した(防

災科学技術研究所[課題番号：NIED03]）。 

 



 

（５）地震発生及び火山活動を支配する場の解明とモデル化 

ア．プレート境界地震と海洋プレート内部の地震 

陸海統合地震津波火山観測網（MOWLAS）等の観測データを用いた地殻活動モニタリン

グが継続されるとともに，その高度化並びにモニタリング結果の評価が進められた（防

災科学技術研究所[課題番号：NIED02]）。東北地方太平洋沖を対象に，３次元地震波速度

構造に基づくグリーン関数を使用し，日本海溝海底地震津波観測網（S-net）及び広帯域

地震観測網（F-net）観測波形を用いたセントロイド・モーメントテンソル（CMT）解析を

行った。本解析により，従来の１次元速度構造及びF-net観測波形のみを用いた解析と比

較して，CMT解の空間解像度が向上した。この海域の将来の地震動予測に向け，S-net観測

点における非線形サイト応答特性を調査した結果，S-netサイトでは，陸域に設置された

強震観測点のサイトに比べて小さな最大加速度においても大きな非線形性が生じること

を確認した。これは，軟らかい海洋底堆積物の存在に起因すると考えられる(防災科学技

術研究所[課題番号：NIED02]，Dhakal and Kunugi, 2023)。 

モニタリング手法高度化の一環として，走時読取値について地震ごとのグルーピング

及び位相の区別をすることなく，震源を決定する手法を開発した。大地震直後の地震活

動の概要を把握する手法として活用可能である（防災科学技術研究所 [課題番号：

NIED02] ，関口, 2024）。また，海域で発生する大地震について，津波記録から求められ

る津波波源データを用いた断層モデル推定手法を開発した。これにより，陸上GNSSデー

タだけでは解像度が低くなる海域浅部の地震について，津波波源データを用いることで

断層モデルをよりよく推定できること示した（防災科学技術研究所[課題番号：NIED02] ， 

Kubo et al., 2023）。 

 

イ．内陸地震 

2019年度に実施された東北日本を横断する海陸合同構造探査のデータを用いて，陸域

部における屈折・広角反射法データ処理に基づく速度構造モデル構築を引き続き実施し

た。本年度は，特に地殻上部の構造に焦点を当て，データ処理・解析手法の見直しとモデ

ルの修正を試みた（図１，東京大学地震研究所[課題番号：ERI_11]）。測線西部（庄内平

野―新庄盆地）では，基盤上部の深さ3-4 kmに局所的な速度不連続面が存在し，測線東

端部（北上山地）の深さ5-6 kmまでの部分を構成する層の速度は5.8-6.2 km/sで，層境

界における速度コントラストが0.1 km/s程度と推定される。 

2024年１月１日に発生した能登半島地震に関して，さまざまな研究・調査も実施され

ている。強震波形記録を用いた震源過程解析（防災科学技術研究所[課題番号：NIED02]）

からは，破壊開始からしばらくは顕著な破壊は見られず，破壊開始15秒後に破壊開始点

より浅い領域にて破壊が生じたのち，破壊開始30秒からは破壊開始点の北東側及び南西

側の大すべり領域において主たる破壊が起きていたことがわかった。また，余震域の半

分は海域であり，陸域定常観測点だけでは震源分布の精度に課題があるため，自由落下

自己浮上式海底地震計（OBS）を用いた海域緊急余震観測が実施された（図２，東京大学

地震研究所[課題番号：ERI_11]）。本観測は，科学研究費補助金特別研究促進費を受け，

多数の大学及び海洋研究開発機構の共同研究観測として，実施された。地震計の一部は，

速報的な解析のために２月下旬に行われた学術研究船「白鳳丸」緊急調査航海により回



収したが，残りの地震計と２月下旬に追加設置した地震計を用いて長期の余震観測を行

う予定である。 

 

２．地震・火山噴火の予測のための研究 

（１）地震発生の新たな長期予測 

ア．海溝型巨大地震の長期予測 

沖縄本島から宮古島の間の海溝軸付近のプレート深度10 km弱の海底に設置している

２観測点と波照間島沖の１観測点において海底地殻変動観測を実施した（名古屋大学[課

題番号：NGY_02]）。Tadokoro et al.(2018)で示した沖縄本島沖の２観測点とは異なり，

沖縄本島―宮古島間の２観測点については，沖縄本島などに対して変動速度が小さく，

現時点ではプレート間固着を示す積極的な証拠は得られなかった。 

すべり速度状態依存摩擦則を仮定したプレート境界地震サイクルのシミュレーション

によって，M9東北地震タイプの１サイクル中におけるM7級の宮城県沖地震タイプの地震

の繰り返し間隔を調べた。M7地震の間隔は，M9直後は平均的な再来間隔よりも短く，その

次は一番長くなるが，その後はばらつきが小さく，平均的な間隔に落ち着く。このような

再来間隔の変化は，M7地震のアスペリティ周辺におけるプレート間すべりの時空間変化

によるものである。M9地震前後の約30年間における小繰り返し地震から推定された実際

のすべりの時空間変化は，シミュレーションの結果と定性的には調和的であることがわ

かった（海洋研究開発機構[課題番号：JAMS01]，Nakata et al., 2023）。 

関東地方のGNSSデータから相模トラフにおける応力蓄積速度分布を推定した。特に応

力蓄積速度の高い領域である力学的固着域として，1703年元禄関東地震・1923年大正関

東地震の震源域に対応する３か所と，房総スロースリップのすべり域に対応した１か所

が見出された。1703年と1923年の関東地震から現在までの間に力学的固着へ蓄積される

応力量を見積もると，房総半島南部の固着域では1703年から蓄積が続くため，より多く

のひずみエネルギーが蓄積していると考えられる。力学的固着域の破壊の組み合わせか

ら，６通りの破壊シナリオ（地震時すべり分布）を想定した。房総半島南部の力学的固着

が現在連動破壊した場合，M7.8以上の大地震を引き起こすことが可能なひずみエネルギ

ーが蓄積していると考えられる（Saito and Noda, 2023，防災科学技術研究所[課題番号：

NIED03]）。 

 

イ．内陸地震の長期予測 

測地データから内陸（地殻内）地震の発生ポテンシャルを評価するために，GNSSデータ

のひずみ速度から地殻内地震の発生確率の試算を東日本とトルコ周辺で実施し，過去の

地震活動と整合的であることを確認した。昨年度までに計算した西日本や北海道の試算

結果と統合して，日本列島全域の地殻内地震発生確率を試算するとともに，背景地震活

動に基づく地震発生確率と同一グリッドで最大値をとることによって統合した試算も行

った（図３，京都大学防災研究所[課題番号：DPRI05]）。試算結果では，秋田県沖から新

潟-神戸ひずみ集中帯を経て和歌山県北部に至る領域や九州中部，伊豆半島周辺や山陰地

方などでM6以上の30年発生確率が高い地域が見られた。 

2023年トルコ東部の地震系列と2024年能登半島地震の動的破壊シミュレーションを行

い，破壊過程に対する断層形状と広域応力場の効果を調べた。また，すべり分布の逆解析



結果と比較することで，今までの解析で用いている応力場と摩擦係数及び断層形状の設

定に関する標準化手法を検証した。その結果，破壊経路の時刻歴やすべり分布などの主

要な特徴がパラメータ調整をすることなく再現できることがわかった（東京大学理学系

研究科[課題番号：UTS_05]）。 

昨年度から引き続き，相模トラフや日本海溝のプレート境界断層による関東地方や北

陸地方の地殻内の震源断層においてクーロン破壊応力（ΔCFS）の計算を行った（図４，

東京大学地震研究所[課題番号：ERI_11]）。関東地方北部の断層は，東北沖地震前後で基

本的に東北地方の断層と似たような応力を受ける。対して関東地方南部においては，東

北沖地震前の固着時は東北地方の断層と異なり，断層にかかる応力は抑制的に働く。東

北沖地震後は逆に断層活動に対しては促進的に働く。ただし，その応力の量は0.01 MPa

のオーダーである。関東地方の南部の断層形状はフィリピン海プレートの沈み込みの影

響をより強く受けているので，東北沖地震による応力も東北，北関東の断層とは異なる

挙動を示すものと考えられる。 

西日本においても，南海トラフ巨大地震による内陸の震源断層に対する粘弾性緩和を

考慮した応力載荷計算を行った（海洋研究開発機構[課題番号：JAMS01]，Hashima et al., 

2024）。粘弾性緩和の計算には，スラブ下部の低粘性層を考慮した大規模３次元有限要素

モデルを用いた。計算の結果，西日本の内陸域で広範囲に0.1 MPa以上の応力変化が引き

起こされた。しかし，粘弾性緩和の影響は４年間ではほとんど見られなかった。一方，ス

ラブ内部の応力分布は，スラブ下部の低粘性層の粘性緩和の影響によって，低粘性層の

影響が無視できないことが示された。また，地殻内の震源断層においてΔCFSを求めたと

ころ，ΔCFSは東南海地震後には中部〜近畿地方において正となり，南海地震後に近畿地

方や中央構造線の周囲の断層で正となる傾向があることがわかった。九州の断層は一貫

して負であった。このようなΔCFSの変化は，実際の西日本の歴史地震の発生と概ね調和

的である。 

2023年２月６日にトルコ南東部で発生したカフラマンマラシュ地震（Mw7.8）に着目し，

静的応力変化と地震応答との関係を調べた（京都大学防災研究所[課題番号：DPRI05]，

Toda and Stein, 2024）。最初のパザルジュック地震（Mw7.8）によって，チャルダック

断層のMw7.7震源付近で剪断応力変化が+0.1 MPa程度になるが，法線応力の増加が著しい

（+0.3 MPa）。一方で，Mw7.8震源断層に近い北東側では，剪断応力は顕著に低下する。

そのため，法線応力変化が震源核形成に寄与し，剪断応力低下は動的破壊過程にほとん

ど影響しなかったとみられる。地震後のΔCFSを計算すると，２つの震源断層の周辺で

ΔCFSが負の領域が大きく広がり，２つの震源断層の両端部延長で顕著な増加となった。

断層端延長部で余震活動は集中するが，2020年のエラズー地震（M6.8）の震源では2023年

本震後の活動がほとんど認められない。これは，エラズー地震と2023年の地震の応力変

化の合計が負となるため，余震が誘発されなかったという単純な見方ができる。 

InSAR時系列解析とGNSS変位場の融合による高空間解像度のひずみ速度場推定手法の

開発に関して，電離圏擾乱の大きい場合でもロバストな補正項推定が可能な手法を開発

した。対流圏遅延補正なども併用することにより，GNSS観測網だけでは捉えることので

きなかった高精度かつ高空間分解能な地震間ひずみ速度場の検出に成功した（京都大学

防災研究所[課題番号：DPRI05]）。新潟-神戸ひずみ集中帯への同手法の適用からは，2014

年長野県北部の地震（M6.7）の発生域周辺の高ひずみ速度，立山・白山・妙高山など火山



近傍の伸長ひずみなどを捉えた。部分的にクリープしている断層周辺域のInSAR時系列解

析結果からは，その変形場の詳細な解析により，固着域の時間変化の検出に成功した（図

５，京都大学防災研究所[課題番号：DPRI05]）。 

 

（２）地殻活動モニタリングに基づく地震発生予測 

ア．プレート境界すべりの時空間変化の把握に基づく予測 

時間依存のブロック断層モデリングに海底地殻変動データを取り入れ，2014年以降の

日本列島のプレート境界の固着状況の変化を調べた。九州南部でフォワードスリップが

出ないような拘束をかけて推定した結果，海域でのすべり欠損がより明瞭になり，2018

年頃から発生した豊後水道のSSE等の固着状況の変化を検出できた。東海地域の沖合での

固着が2022年から弱化し，SSEの発生を示唆する結果が得られた（図６，国土地理院[課題

番号：GSI_02]）。 

 

５．計画を推進するための体制の整備 

（５）国際共同研究・国際協力 

連動型古地震の復元手法やその発生頻度及び発生確率の評価手法を国外の長大活断層

系の事例を基に幅広く検証していくため,トルコの東アナトリア断層系で2023年に長さ

約330 kmの地表地震断層を生じたカフラマンマラシュ地震（Mw7.8）を対象に，地震時変

位量を復元する古地震学的調査を実施した。2014年にトレンチ調査を実施したカルタル

地点において，地震後の2023年10月にトレンチを再掘削し，地震前後の断層の出現形態

や過去の活動時期の精緻化，累積横ずれ変位量の計測等を実施した。カルタル地点にお

ける地表地震断層は，2014年トレンチで識別された断層が上方へ進展し，地表まで切断

する様子が確認された。暫定的な年代測定結果では， 2023年地震に先行する活動時期

（2014年当時の最新活動）は西暦1054年以降に限定され，約3,000年前以降に2023年地震

を含む５〜６回のイベントが識別された（産業技術総合研究所[課題番号：AIST02]）。 
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図１. 東北地方を横断する海陸統合構造調査測線における本年度の解析による地殻上部構造（東

京大学地震研究所[課題番号：ERI_11]）。速度値は，contour で示した。黄丸は，測線に沿って

±20 km 内で 2014-2023 年までに発生した地震の気象庁一元化震源である。また，白丸は低周波

地震の気象庁一元化震源である。図上部の逆三角印は，発震点位置を示す。緑：ダイナマイト発

震点。赤及び青：震源車多重発震。Sato et al. (2020a, b) の反射断面解釈に基づくカルデラ

の位置を図上端の矢印で示した。 

  



 

 

 

図２. 令和６年能登半島地震の余震観測のための「白鳳丸」による緊急調査航海により設置され

た OBS の位置（東京大学地震研究所[課題番号：ERI_11]）。気象庁による令和６年能登半島地震

の震央(赤星)。海底観測を開始した１月 24 日から２月５日までに気象庁が決定したマグニチュ

ード２以上の地震の震央を併せて示す。四角は「日本海地震・津波調査プロジェクト」による断

層モデル（NT１ - NT６）であり，灰色太線が上端を示す。地形データは国土地理院及び海上保

安庁による。 

  



 

図３. GNSSデータと背景地震活動データから計算した日本列島のMJMA6.0以上の地殻内地震の 30

年発生確率（京都大学防災研究所[課題番号：DPRI05]）。GNSSデータは日本列島を３地域に分割

して計算したものを統合した。地殻内地震の背景地震活動度はOgata（2022)による。 

 

 

  



 

図４. 東北・北関東地方の断層における2011年東北沖地震前後の応力（ΔCFS）（東京大学地震研

究所[課題番号：ERI_11]）。実効摩擦係数の値は0.4とした。a) 東北沖地震前。b) 東北沖地震直

後。c) 10年後。d) 30年後。  



図５．InSARとGNSSデータを統合した跡津川断層と糸魚川静岡構造線断層帯周辺のひずみ速度分

布（京都大学防災研究所[課題番号：DPRI05]）。（左）面積ひずみ速度。（中）最大剪断ひずみ

速度。（右）ひずみの２次不変量。 

図６. GNSS データから推定された１年毎の南海トラフ沿いのプレート境界の固着とすべり（国

土地理院[課題番号：GSI_02]）。青色が固着（プレート相対運動よりすべり速度が遅い）領域，

赤色がひずみを解放するすべり（プレート相対運動よりすべり速度が速い）領域を表す。 

 

(a) 



１（３）地震（中短期予測） 

            

                「地震（中短期予測）」計画推進部会長 中谷正生 

                           （東京大学地震研究所） 

                                    副部会長 川方裕則 

                                     （立命館大学） 

 

本部会では，地震発生の確率が高まっている状態を定量的に評価する手法の開発を目

的として，地殻活動のモニタリングや物理的解釈・数理モデル化，様々な自然現象の変調

と地震の相関の調査などを行った。 

 

５年間の成果の概要と今後の展望 

本部会の担当する３つの建議項目(２.（２）ア，２.（２）イ, ２.（３）)にわけて記

述する。 

 

２．地震・火山噴火の予測のための研究 

（２）地殻活動モニタリングに基づく地震発生予測 

 ア. プレート境界すべりの時空間変化の把握に基づく予測 

プレート境界の固着・すべりの時空間履歴は，弾性体中の断層すべりの物理モデルに

立脚した予測への演繹的アプローチが考えやすい。 

 

〇プレート運動とすべり遅れ収支 

プレート境界のすべり遅れ収支は大地震発生に関するもっとも基本的で自明に重要な

情報である。 

想定される破壊域をもつ大地震が実際に発生するには，想定破壊域のすべり弱化に消

費される破壊エネルギーを供給できるだけの歪みエネルギーがすべり遅れによって蓄積

されている必要がある。南海トラフ域について，GNSS観測から直接インバージョンした

剪断応力増加レートの分布を用いてこれを計算し，破壊力学的にどのような想定地震が

発生可能か，いつ可能になるかを評価した。 

一方，解放されるべき合計地震モーメントを，プレート収束速度×カップリング率か

ら見積もることで，日本海溝から千島・カムチャッカ海溝沿いで発生しうる地震の最大

規模を推定した。規模別頻度分布として切断G-R則を仮定した場合でM10程度，宇津の式

を仮定した場合でM11程度である。 

八重山諸島ではSSEのデータ同化研究のために続けている臨時GNSS観測10年間のデー

タから，SSE域のupdip側に位置する固着域の定常的なすべり遅れレートが17-47 mm/yrと

求まった。この地域では1771年にあった津波被害を伴う地震以降250年間のすべり遅れの

蓄積はMw7.5程度となる。ただし，この津波の波源域とされているプレート境界浅部は上

記の陸域GNSS観測で見えておらず，海域での観測が必要である。 

S-netおよび陸域観測点でのＳ波スプリッティングデータから,東北地方では，火山フ

ロントを境に前弧では海溝平行の速いＳ波の振動方向がみられ，地下に冷たく動かない

マントルがあることがわかった。 



また，S-netデータを用いることで，深さ30-60 kmの東日本太平洋沖プレート境界地震

の破壊伝播方向を網羅的に推定し，その多くはupdip方向に破壊が進展したことを見い出

した。プレート境界の応力・固着状況についての重要な情報である可能性がある。 

 

〇リピータ 

海域での測地観測が困難であることを考えれば，プレート境界のすべりに対する情報

はリピータによるところが大きい。日本全国の定常観測網で観測された波形から日本お

よび周辺地域で起きたリピータの検出を行い，カタログの更新を続けている。日本で長

期的に活動するリピータ系列は，ほとんどが沈み込みプレート境界のものである。この

カタログで監視できた世界の沈み込み帯について，メガスラスト地震のタイミングです

べりレート時系列を重合して地震サイクルにおける平均的なパタンを得た。すべり速度

は地震発生直後に急激に増加し，その後10年程度かけて徐々に減少したあと，地震発生

から30年以上経過すると徐々に増加していく傾向が見い出された。これらは余効すべり

とその収束後の応力レベルの上昇によるものであろう。一方，横ずれのプレート境界断

層であるトルコアナトリア断層でのリピータ分布を推定し，過去の大地震の破壊域の端

に分布していること，一部ではプレートの相対運動速度に近い速度で非地震的に変位し

ていることを見い出した。 

2011年東北沖地震後のすべり状況変化について，宮城県北部では現在も余効すべりが

継続している一方，その他の地域では地震発生後数年の間にほぼ収束したこと，2021年

以降に発生した大地震発生に伴い小規模なプレート間非地震性すべりが発生したことを

確認した。このような解析の新しい手法として，リピータ群を非定常更新過程としてモ

デル化し，1993年７月から2016年８月までの東日本太平洋プレート沈み込み帯における

プレート境界上の準静的すべりの時空間変化をスプライン関数により推定した。特に，

2011年東北沖地震後の余効すべりが2016年までに東北沖のすべり速度がほぼ2010年以前

の水準に戻っていく様子や，2012年と2015年の二度にわたり三陸沖の同じ領域において

M6台の地震を伴うすべり加速が発生した様子が捉えられた。 

すべりモニタの感度・分解能を上げるためには，より小さなリピータを用いることが

本質的だが，類似波形検出のために波形相関を高サンプリングの連続波形から総当たり

で計算するのに莫大な時間がかかることが障壁であった。微小なリピータは震源核でも

期待されるため，これは２（３）においても重要な問題である。そこで，深層学習に基づ

くカタログ作成手法，及び近似近傍探索技術を応用した高速類似波形探索手法の検討を

行った。類似波形探索手法においては，既存手法であるFASTのテストを行うとともに，深

層ハッシュ技術を利用することで，波形の情報をコンパクトなバイナリコードに圧縮し，

FAST法が抱えていたメモリ消費が大きいという問題を解決し，また，十分に実用的な速

度が達成できた。一方，ハッシュを用いて決めた類似度と従来の相関関数でみた類似度

とは必ずしも一致せず，少くとも検証のために従来の相関関数の総当たり計算も必要で

ある。この点についても，新たな計算アルゴリズムを開発して，高速化・省メモリを達成

した。また，相似波形とみなす類似度の閾値をAICによって客観的に決める方法を提案し

た。 

リピータの抽出方法について，解析周波数帯の影響を詳細に検討しそれをレビュー論

文として発表した。また，世界のリピータの研究履歴や動向についてまとめ，それをレビ



ュー論文として発表した。 

 

〇スロー地震 

スロー地震は低周波地震(LFE)から長期的スロースリップ(L-SSE)まで幅広い時空間ス

ケールのものがあり，さまざまな周波数帯域の測器を用いて研究されている。その検出

には優れた観測網と高度な解析が要求され，この点において，この５年間に飛躍的な発

展があった。観測網ではDONETとS-netの海底地震計網によって検出力が大きく向上した。

海底地震計だけでなく，海底ボアホールでの間隙圧測定によって，浅部スロースリップ

を鋭敏に捉えられることも確認された。また，多くの独創的な解析手法が開発され，スロ

ー地震データベースへの登録カタログ数は，この５年間で約70個増え約120個になり，ス

ロー地震の多様性と系統性が明らかになってきた。震源パラメータやスケーリング，セ

グメントした活動の推移パターンなど新たな知見も数多く得られた。しかし，研究進展

が非常に速いため，知見は必ずしも確定的でも整合的でもなく，全てが現時点ですべり

監視に応用できるわけではない。 

浅部スロー地震についてはこの10年で飛躍的に知識が増大し，地下構造，地質，室内

実験研究を統合して，南海トラフ沿いの浅部スロー地震に関する多面的レビュー論文が

出版された。海域地震波探査データと深海掘削のコア試料情報から，透水性の低い物質

が沈み込み，間隙圧が高いところが浅部スロー地震の起きる場所であり，また，浅部固着

度の走向方向の違いの一因でもあるとの示唆を得た。さらに，日本海溝沈み込み帯につ

いては，常時微動表面波トモグラフィーを開発し，S-netと過去の海底地震観測データに

適用し，Ｓ波速度は微動発生域で低く大地震発生域で高いとの結果を得た。 

深部スロー地震については研究の歴史も長く，特に南海トラフのSSEについてはリアル

タイム監視が行われている。GNSSデータを用いたL-SSEの客観的検知手法は，大地震発生

後の余効変動中でも使えるよう改良した。短期的スロースリップ(S-SSE)の常時監視にも

使われている産業技術総合研究所の地下水等総合観測施設は，南海トラフ周辺に20点の

計画で2006年から整備しているが，この５年に２点新設し18点となった。また，理論波形

をテンプレートとしてGNSSデータからS-SSEを自動的に検出する手法を新たに開発し，東

海～九州地域で1997年から2020年の期間に発生した284イベントを検出した。これには日

向灘などこれまでにSSEが未検知だった地域の活動も含まれる。 

また，深部LFEの発生タイミングを基準にGNSSデータを重合し,南海トラフ沿いのS-SSE

発生時のすべり量分布を感度よく求めたところ，深さ約35 ㎞の深部ETSゾーンに加えて，

四国西部，四国東部，東海地域で，メガスラスト地震の固着域の深さ約20 kmあたりでわ

ずかにすべった部分が見つかった。メガスラスト地震のサイクルで重要な役割を果たし

ている可能性があり，特に慎重な解明が望まれる現象である。 

比較的遅れて認識されたスロー地震である超低周波地震(VLFE)は，巨大地震固着域の

updip側にもdowndip側にもあるが，SN比の低い周波数帯域の現象なので網羅的な検出が

難しい。そこで，理論波形をテンプレートとして2003年から2019年のF-netの連続波形デ

ータを走査し，南海トラフ域と日本・千島海溝域の網羅的なVLFEカタログを作成した。期

間中に巨大地震があった後者の地域では，その余効すべりと整合的なモーメント解放率

の時空間分布が得られ，スリップメータとしての資質が確認された。また，大きな地震の

影響がない時期の結果から，深部VLFEはプレート境界のカップリング率が0.5以下の領域



に限られ，一様に低いモーメント解放率を示すの対して，浅部VLFEは様々なカップリン

グ率の場所で起き，モーメント解放率がカップリング率と逆相関を示すことがわかった。

地震波速度の遅い領域の周辺に起きやすい傾向もあり，流体の影響が示唆される。キャ

ンペーン広帯域地震計観測で検出したコスタリカのVLFEは，過去に発生したSSEと同じく

巨大地震のupdip側に起きていた。VLFE時の微動のスケールドエナジーは南海の浅部スロ

ー地震と同程度であった。 

スロー地震で最も研究の歴史が長い深部ETS現象については，様々な時空間スケールで

の活動の詳細が明らかになった。 

2004年４月から2020年12月までのHi-net連続波形からマッチトフィルタ(MF)法で南海

トラフで約74万個のLFEからなる長期のカタログを得た。15 km程度の短距離においても，

LFEは拡散的な高速移動(拡散係数105 m2/sオーダー)が起きることを見つけた。また，主

要なエピソード中にLFEの高速移動が断続的に多数発生していたことも捉えられた。スロ

ースリップには拡散プロセスによって制御される小規模な断層すべりイベントが多数含

まれていると考えられる。さらに，四国西部で行った超稠密アレー観測からは，プレート

の傾斜方向と走向方向の両方向へのLFEの高速移動が見られるとともに，順方向・逆方向

の移動が頻繁に生じていることがわかった。この観測ではまた，LFEの多くは特徴的な２

つの方向に線状配列していることがわかった。この向きが現在と過去のフィリピン海プ

レートの収束方向に合致することから，LFEは沈み込みに伴ってできた不均質構造と密接

に関係していると思われる。また，巨視的な構造との関係としては，紀伊半島・四国東

部・四国西部での地震波構造解析から得たVp/Vsやプレート境界の反射強度の不均質に，

S-SSEの積算すべり量や微動活動との対応がみられ,スロー地震が高間隙圧の場所で起き

やすいとの通説を支持する。しかし，MT観測からは紀伊半島の深部微動・四国西部のL-

SSEの発生域に低比抵抗は認められなかった。 

上述の長期にわたるLFEカタログによって，L-SSEの規模とLFEの活動度の正相関が明瞭

になった。さらに，2011年東北沖地震以降，走向方向に四国全体を横断する大規模なLFE

エピソードが継続的に発生している。2001-2019年の傾斜変化から網羅的に検出した南海

トラフのS-SSE(61個)についても2012年から規模の大きいものが増えており，南海トラフ

のプレート境界の状態が変化したのかもしれない。 

東海地方で世界で初めて捉えられたL-SSEと同期する重力異常は，流体が浅部に移動す

るセンスである。同様の重力異常が高時間分解能をもつ重力計のある石垣島でみつかり，

重力変化はイベントの前半に起きることが分かった。また，東海地方については，その後

の観測データの蓄積により質量源が移動する可能性が明らかになった。まさにイベント

と同期した事象であるので，かなり直接的に流体の役割を示す観察事実と言えるだろう。

さらに，微動が潮汐に対して時間遅れで発生する観測事実を説明する物理モデルを提案

し，そこからプレート境界の摩擦特性や透水構造の制約できる可能性を示した。 

約６年周期で大きなL-SSEが起きる豊後水道から日向灘にかけてはカップリング率が

低く種々のスロー地震が知られている。この地域を含む南海トラフ域で初の網羅的なリ

ピータの検出を行い，南海地震の固着域にはリピータが全くないが，日向灘の深さ15-30 

kmではリピータの継続的な活動があることを見い出した。これで，四国から九州にかけ

ての南海トラフでは，大きな地震の固着域以外のところは大体，リピータ，深部低周波微

動,L-SSE,浅部VLFEという非地震性すべりのインディケーターのいずれかがあることに



なる。2003年，2010年の豊後水道の大きなL-SSEの折には，２年ほど前に日向灘深部のリ

ピータとL-SSEが始まり，豊後水道L-SSE,さらに1年ほどで四国の深部L-SSEへと300 kmを

北進した数年スケールの活動移動と，豊後水道L-SSEの半月ほど前に日向灘浅部のリピー

タとLVFEから始まり，豊後水道L-SSE,さらに半月ほどで四国の深部微動域へと進んだ１

月スケールの活動移動が見られた。さらに，豊後水道周辺で2014年から行っている稠密

GNSS観測と GEONETの定常観測データを合わせて， 2018-2019の大きな豊後水道 L-SSEと

2015-2016年にその一部がすべった小さ目のL-SSEの時空間発展を詳細に捉えた。深部微

動を伴わなかった後者では，SSEは深部ETSゾーンに侵入しなかったが，前者では，SSEが

深部ETSゾーンに侵入していくのにあわせて深部微動が起きており，SSEのすべりによる

直接的なトリガと考えられる。また，前者のイベントは,浅い方へ東向きの伝播もおこし，

これは先述の四国西部でみつかった20 km深の固着域S-SSEの位置に達している。加えて，

宮崎沖の深部ETSゾーンへの南向きの伝播もみつかった。前述のリピータ等から確認され

た低速の移動と向きは逆であるが，場所と移動速度は整合的である。このように，ある程

度の規模のスロースリップの時空間発展は定量的に監視できているし，パタンのような

ものも見えてきており，少なくともメガスラスト域への非定常な載荷を，観測データか

ら推定することが可能である。 

スローすべりイベントの相互作用のメカニズムを理解するための一つのアプローチと

して摩擦断層の数値シミュレーションが挙げられる。実際のプレート境界の３次元形状

を入れて，L-SSEを含めた地震サイクルの特徴を再現するところまではできているが，S-

SSEまで扱える分解能でのシミュレーションには，計算速度が追いついていない。一方，

平面断層上でのシミュレーションにおいては，L-SSEのセグメント化のメカニズムについ

て新たな知見が得られた。これまでセグメント化の原因は摩擦物性や断層形状の不均質

だと考えられていたが，均質断層モデルでもすべりに伴い応力不均質が自己組織的する

ことでSSEのセグメント化が起きることが見い出された。一定載荷速度下ではL-SSEのサ

イズは摩擦物性と断層幅で決まり，発生場所は固定されるが，近隣の地震発生領域の固

着の強さや，地震発生等による大きな応力擾乱によって，L-SSEの発生場所・サイズ・発

生間隔が変化することが見い出された。今後，上述のような観測で見える相互作用と比

較することが重要であろう。 

先述した2013年からの八重山諸島のGNSS臨時観測のデータを加えることで，2010年以

降，およそ６か月周期で繰り返し発生するSSE16イベントを発見し，これらが同じ場所の

繰り返しすべりであることを確認した。SSEにおけるすべりの加減速パターンは，従来２

種と思われていたが，新しいものがみつかり，16回のうち７回がこれであった。摩擦特性

の時間変化を示している可能性がある。一方，固着すべりの室内実験では，機械学習モデ

ルによって，すべりの時系列データからすべりの累積にともなう摩擦パラメータの変化

を推定することができた。 

このように，スロー地震については網羅的な検出手法が進歩した。これを下述の演繹

的な同化モデルへの入力として予測に役立てることはもちろん重要な目標であり続ける

が，網羅的な検出ができる事象である以上，単に，地震発生に先行する傾向を調べて経験

的な確率予測に役立てるという２.（３）のアプローチも試みるべきだろう。 

 

〇データ同化 



SSEのデータ同化では，複数の手法で，L-SSEの実観測データを途中までをみて，その

イベントの収束を予測するところまではできるようになった。しかし，新たに導入した

深層学習と物理法則を併用するPhysics-Informed Neural Networks (PINN)を含めて，イ

ベント中の最大速度までのデータを見るか，あるいは，摩擦パラメータは地震ではなく

SSEになるようなものであるという事前情報を与えないと，SSEではなく地震になるとい

う誤予測になることが多い。これは，摩擦不安定という現象の予測の難しさを暗示する

根本的な知見であるが，実際には深部ETSゾーンで地震が起きないことは仮定してよいし，

学習期間に複数回のSSEを含めることなどで自然に問題が回避できるかもしれない。また，

対象を巨視的な不均質を含む領域にまで拡大することでかえって同化が安定する可能性

も考えられる。 

余効変動に関するデータ同化では，余効すべりと粘弾性緩和を組み合わせた余効変動

の物理モデルのパラメータとその不確実性をGNSSによる余効変動の観測データから推定

する手法を開発し，2011年東北沖地震の余効変動に適用した。この手法は計算コストが

高いため，未知パラメータ数が比較的小さいモデルにしか適用できなかった。そこで，多

数の未知パラメータを持つモデルに適用可能な手法の開発を行い，その手法のテストを

行った。 

 

イ. 地震活動評価に基づく地震発生予測・検証実験 

地震活動は20世紀前半からの網羅的観測データがあり，予測手法の検証・実践に関し

て格段のポテンシャルを有しているため活発な研究が続けられている。 

 

〇地震観測 

南海トラフの地震活動監視と津波早期警報に威力を発揮すると期待されているDONETの地

震検知能力を，実際のデータで評価し，ネットワーク内ではM1以上なら，ネットワークの外

でも周辺数十キロではM2以上ならほぼ取り漏らしはないことがわかった。DAS(分布型音響セ

ンシング)については，加振器を使って振幅再現性を検証した。さらに，東南海ケーブルを利

用した海域での試験観測を開始し，浅海域における波浪によるものなどの振動現象を観測し

た。S-netのデータを用いることによって，陸域観測網から遠い日本海溝周辺のMcが大幅に改

善された。 

 

〇地震カタログ 

地震活動の異常度を定量的に評価する新たな手法の開発を目指して，2000年から2020

年８月までの日本全国の地震活動の規模別頻度分布，潮汐相関に関する指標値について，

空間グリッドサイズ一定と，解析震源数一定の機械的な解析を行い，各指標値の頻度分

布に着目して，全国的に他の活動と区別することができない“ふつう”の地震活動を特徴

づけ，これを基準として異常度を定量化した。 

様々な機械学習手法により地震検出の性能が飛躍的に向上した。深層学習とアンサン

ブル学習を適用することで自動ピックの誤りの多くを除去する手法を開発した。東北沖

地震の激しい余震活動により，多数イベントからの地震波が重畳し，検測にとって難し

い条件であった2011年３月１日から2012年２月末までの１年間の陸域の観測点の波形か

ら，一元化震源カタログの作成に使われているものと同じ従来手法の自動検測で得たピ



ックに，この手法を適用し誤検知の割合を5%から1%に減らした結果，位置標定できた地

震の数が３倍になった。活動が極度に高く，複数イベントからの地震波が複雑に重畳し

た東北地方沿岸部での改善が特に顕著で，Mcが2.3から1.5になった。また，日本海側まで

含む東北地方内陸部でも，活動の高かった時空間ではMcが大きく改善した。この結果，一

元化震源カタログでは認識できなかった微小地震の特徴的な活動(森吉山での震源移動

現象や，東北沖地震の９分後から始まった長野県北部M6.7地震の前震活動など)が，テン

プレートを用いない自動処理カタログで認識された。また，このノイズ除去手法を適用

して作ったS-netを含む観測網からの自動処理カタログでは，日本海溝沿いの微小地震が

プレート等深線の深さ20-50 kmに集中しており，等深線10-20 kmのスロー地震とは相補

的な分布をしていることが明瞭に確認された。 

ピッキングの段階から深層学習を用いる手法についても，室内AE実験のデータや釜石

の臨時稠密観測等のデータで試行して従来の方法と比較した。さらに，有効な特徴量を

大量の学習データから自動で発見するという深層学習のコンセプトからすれば，このよ

うな地震学的な震源決定の考えに沿った段階を踏むやり方が正確な結果を産むとは限ら

ない。そこで，１）観測波形から走時の確率トレースを計算し，２）多数の観測点の走時

確率トレースから震源座標と発震時刻を推定するという２つのプロセスを深層学習で処

理する仕組みを考案し，同様のAEデータを用いて訓練・検証・テストを行い数mmの精度を

達成できた。(ただし，２）に関しては，深層学習で解くと精度を出すのが難しかったた

め，得られた走時確率トレースを最もよく説明する震源を差分進化で求めた。) 

本計画の内外で，このような新技術による検出数の増加，精度の向上，そして，高速

化で気軽に再解析がなされるようになったことにより，微小地震活動の移動や，マルチ

スケールな面構造への配列などが，実はかなり普遍的な現象であることが見えてきた。

つまり，実際の地震活動は，これまでの(質の低い)カタログが与えた印象よりずっと構

造化されている。地震活動の物理的理解や予測への利用も，全く新しい段階に入ること

が予想される。 

歴史時代の地震情報の正確化についても進展があった。大揺れ以外に対しては，夜間

に検出感度が数割下がっていることをいくつかの史料で見い出し，これを補正する方法

を提案した。また，史料の成立年代に着目した多数史料精査により，1092年の越後の大波

は地震関連現象ではなかったことを見い出した。また，多数のローカル史料の精査によ

り，1856年11月４日の関東の強い地震の震源が立川断層帯というのは非常に考えにくい

ことを見い出した。 

 

〇断層面解と応力インバージョン 

津波や強震動のリスク評価では想定される地震のすべり方向が重要だが，これを広域

応力場から予測するWallace-Bolt仮説を，F-netのメカニズムカタログと比較したところ，

最近大きな地震が起きて応力場が変化してしまっていただろう地域や，観測がまばらで，

そもそもメカニズム解も，応力場マップも信用できないところ以外では，実際に起きた

地震のすべり方向は，応力場からの予測とほとんどの場合で一致することがわかった。 

前計画で開発したＰ波初動極性(押し引き)から直接応力場の空間パターンを推定する

手法の空間解像度を上げるために，ドロネー三角形分割に基づく線形スプラインを導入

した。改造前後の手法で2000年鳥取県西部地震の余震データから応力場を求めると，大



局的なパターンは概ね同じであるが，改良手法では方位角の細かい空間変動がより明確

となり，以前の手法では解像できていなかった断層北端部においても，理論的に期待さ

れる空間変化が解像された。一方で，応力空間パターンを３つの角度のパターンで表す

方式を採用しているため，東北地方のような，応力比が１または０に近く，中間主応力軸

と最小主応力軸，あるいは最大主応力軸と中間主応力軸が入れ替わり得るような状況で

は適切に働かないことがわかり，まだ改良の余地がある。解析対象領域を先験的に分割

することなく応力場推定を行うという本手法の基本的な方針は，客観的・網羅的に応力

場を推定するために有効であり，また，微小地震の検出力・位置精度が格段にあがったこ

とでますます有用性を増すと思われる。 

 

〇予測実験 

CSEP-Japanのプロスペクティブ予測実験は，10個程度のモデルについて継続した。 

以前から継続している，個別のリピータ系列それぞれに対するプロスペクティブ予測

実験は，2011年東北沖地震の影響により，発生間隔が急激に変化したため困難になって

いたが，非定常更新過程の相対的な蓄積率の推移を，2011年東北沖地震からの大森・宇津

則に従って変化させることで対応できた。 

さらに，多数の系列を含む東北沖全域でのリピータ活動の時空間発展について，２.（２）

ア.で述べた時空間点過程モデルを改造したモデルで予測を試みた。学習期間の相対的な

応力蓄積率の時空間変化のスプライン関数を時間方向に短期外挿した応力蓄積率で非定

常更新過程モデルを駆動することで，以後の３か月毎のリピータ発生確率の空間分布を

予測し，ポアソン過程に比べて十分に高い予測性能を分割表で確認した。 

四川―雲南地方においては，活断層データと過去の地震活動データからM6以上の地震

を予測するモデルを作り，交差検証でゲイン２－４倍程度の予測能力を確認した。どち

ら情報も有意な予測能力をもつが，２つの情報を適当な重みで組み合わせたものが最も

性能がよかった。今後力を入れていくべき課題であると思われる複数項目の組み合わせ

による予測については，これがもっとも手軽なアプローチだろう。 

 

〇ETAS 

階層ベイズ型時空間ETASモデルによる東北沖地域の常時地震活動度の空間パターンは

東北沖地震後のデータを含めても含めなくてもほぼ同じで，学習期間外の大地震(M6.8以

上)やリピータの分布と良好な対応を示した。また日本内陸部の常時地震活動度は内陸部

地殻(上盤側プレート)内のリピータで大きめの地震直後のもの(バースト型)を除いた非

バースト型の震央分布とよく対応している。したがって，常時地震活動度の空間分布は，

地震活動予測の出発点として妥当なレファレンスと考えられる。 

ETAS効果による，見かけの前震現象は，100倍程度の短期予測ゲインがあり，経験的な

先行現象のなかで圧倒的に強力なので，ETASの改善は地震予測の直接的な改善となる。

前計画で開発した深さも入力情報とする三次元化，大きな本震を点震源でなく有限サイ

ズの面として扱う有限断層化を，熊本地震や南カリフォルニアのいくつかのM7級地震に

適用し，活動のフィッティングと予測が改善することを確認した。また，高緯度域や非常

に広域への適用のために，球面版のETASモデルを開発した。 

歪み集中帯にあるいくつかの地域で，歪み速度と背景地震レートが相関すること，活



火山近傍ではさらに活動度が高い傾向を見い出した。さらに，定常ETASモデルによる予

測地震数に対する実際の地震数の比が，最大せん断ひずみ速度と良い空間相関を示すこ

とを見い出した。これを利用してETASモデルの予測性能を上げられる可能性がある。 

ETASモデル自体は，ある閾値以上の地震発生数を予測するものであるが，これに特定

の規模別頻度分布(FMD)を組み合わせれば，大地震の発生確率予測となる。このような予

測をロバストにするために，ETASパラメータの最尤推定値ではなく事後分布に基いて大

地震発生確率を予測をする手法を開発した。また，ETASを応用したデクラスタは今や非

常に重要な解析手法となり広く使われているが，最近注目されている，リスケールされ

た時空間距離に着目したデクラスタ手法との比較をイタリア北部のカタログで行ってみ

たところ，どちらの方法でもクラスタ分けの結果はよく似ていた。 

余震の物理モデルであるDieterichモデルとETASを組み合わせるモデルを提案し，そこ

から背景応力の時間変化を推定することも試みた。また，動的トリガリングの余震に対

する効果を調べるために，北茨城―いわきの稠密観測で捉えた破壊伝播方向の明瞭な地

震58個の余震について調べたところ，破壊フロントが向かう側に起きた余震のほうが２

倍多いことがわかった。また，余震活動には，ETASモデルのトリガリング項の時間遅れと

も符合する大森則を説明できるDieterich理論のように，トリガ源地震の変位が母岩を介

して伝達した応力変化に駆動されるもの以外に，SSEや余効すべりなどの巨視的な非地震

性すべりに付随するものが考えられる。東北沖地震の震源域の余震活動をETASモデルの

背景活動とトリガされた活動に分離したところ，背景活動と判断される余震は，余効す

べりに駆動されていたらしいことがわかった。 

 

〇自動更新システム 

地震カタログは準リアルタイムで更新され，オンライン取得できるため，これに基く

予測手法は，原理的に自動化が可能である。将来の社会実装を意識して，様々な手法によ

る予測確率や，あるいはさまざまな活動の指標値を，自動的に更新して可視化・配信する

システムをいくつか試作して試験的に運用した。 

また，大きな地震などの地学的イベントをきっかけとして地殻の物理的な状態が変化

し，地震活動を特徴づけるパラメータが変わる場合があることはよく知られている。そ

のような変化点の出現を常に監視しながら必要なときにパラメータの変化を自動で行う

ための決定木アルゴリズムを開発した。また，大きな地震があったあとの活動のｂ値の

変化を監視して，さらに大きい地震が起きそうかを予報する交通信号システムのセット

アップには，専門家の判断が必要なパラメータ設定等がいくつかあったが，それを全て

自動化するアルゴリズムを開発し，専門家の関与なしに大きな地震発生から数時間以内

に予報の出力を始められるアルゴリズムを開発した。 

 

（３）先行現象に基づく地震発生の確率予測 

何らかの自然現象の変調と，それに続く期間の地震発生レートに相関があれば，経験

則として地震発生の確率予測に取り入れることができるし，地震発生に至るプロセス解

明のヒントになることも期待できる。 

 

〇地震の可予測性 



大地震の前に見られるなんらかの変調は，大きな地震が起きやすい物理状態から派生

するサインであるという解釈が直感的であるが，コサイスミックな破壊の観察などから，

地震の成長は強い不均質の中で実質確率的なプロセスとの見方もある。地震の成長を確

率的分岐過程とみる分岐クラックモデルは，GR則や地震の成長の不規則性を説明できる。

このモデルでは個々のイベントの大きさは予測不能だが，成長確率が臨界値になってい

る臨界ゾーンのサイズが現在可能な最大地震サイズとなるため，大地震発生の必要条件

という意味で中期的な先行現象を説明しうることを指摘した。 

短期的な可予測性に関する中心的な論点ともいえる，GR則は時間不変なのかという問

題を扱った29本の論文をメタ解析したところ，形勢は互角であった。GR則の履歴依存性

を意味するマグニチュードの相関について，Amatrice-Norciaの１年間の高分解能カタロ

グを用いてETASトリガリングによる各イベント間の親子関係を推定した上で調べ，相関

は小さい地震の取り漏らしによる，見かけのものに過ぎない可能性が高いことを示した。

しかし一方で，ある種の前震識別のモデルでは，GR則の時間的変化を認めた方がデータ

をよく説明できることが，日本の地震活動，および世界の地震活動データの両方につい

てロバストに示された。 

精密な震源過程逆解析からは，途中で止まりかけたり，破壊の向きを変えたりという

予測の難しそうな成長の様子がいくつかの地震について確認された。一方，2016年鳥取

県中部地震(Mw6.2)の余震を用いた精密な応力インバージョンからは，本震の停止が地震

発生前の巨視的な低応力バリアに支配されていた可能性が示唆された。また，稠密・広範

囲の余震観測からは，マルチスケールの断層構造の複雑さが，本震の破壊や地域の地震

活動の特徴や速度構造的特徴と関連しているという示唆も得られた。 

２つの同程度の大きさの固着パッチが隣接している例が気仙沼沖で見い出された。

2015年に宮城沖で発生したMw6.8地震はこの２つのパッチの連動破壊であったが，西側の

パッチだけの破壊によるMw6.0-6.3の地震はずっと頻繁に起きている。また，大きさの違

うパッチのカスケード破壊の例としては，2021年３月に宮城沖で発生したMw7.0地震の破

壊が，その内部のMw5-6の準リピータから開始したことを示した。 

 

〇前震 

進行中の群発的な活動の特徴にもとづいて，より大きな地震が続くかを予測する前震

識別手法について，ETAS効果による見かけ上の前震では説明できない前震活動の存在に

よってETASを超える予測能力を発揮していることを示した。バイナリ予測の確率ゲイン

でみると，ETASに対してさらに数倍よくなっている。また，前田の前震識別法について

は，それが好成績な地域の特徴から，スロースリップや流体活動による群発活動を前震

として認識している可能性を提案した。一方，閾値以上の地震が一定の期間に起きる確

率値を出力するタイプの前震識別手法では，予測対象地震の大きさや予測期間を柔軟に

変えられるようにして実用性を増した。また，群発地震の特徴量から前震確率をはじき

出す関数を機械学習によって作成することを試みたが，現在のところ，従来より大きく

性能が向上するようなものは見つかっていない。 

2024年１月１日能登半島地震M7.6の約１時間前から見られた前震活動について，連続

波形記録を用いた解析によって，M3未満の前震がM7.6の震央近傍約1 km以内の狭い範囲

に集中して発生していたことが見い出された。このような地震直前に連発する前震は以



前から指摘されており，本震との物理的因果関係がプレスリップに付随するものなのか，

カスケード連鎖なのかということが注目されている。気象庁カタログのM4以上でETASモ

デルから独立地震と判断された約2000個の地震のうち直前10分以内に４つ以上の前震が

あった数例について調べたところ，前震は本震の破壊開始点近傍に集中していたが破壊

域は互いにあまり重ならず，カスケードであったように見える。他方，2011年東北沖地震

の13時間後に長野県北部で起きたM6.2地震では300個近い微小前震があったが，本震断層

面に沿う前震の震源移動が見られたことなどから，東北沖地震の大きな表面波に誘起さ

れた間隙流体の移動によってゆっくりすべりが始まり，それがM6.2地震の震源核になっ

たことを提案した。また，2013年２月に発生した栃木県北部地震M6.3の前震活動を解析

することで，複数の時間スケールにおいて前震活動の段階的な活発化が起きるとともに，

約１時間前から前震活動域が拡大したことを明らかにした。2011年東北沖地震の発生前

に見られた前震活動域の拡大の様子と類似性が見られ，スロースリップが本震の発生を

促した可能性が考えられる。このような最近の観測・理論・実験的研究の成果に基づいて

大地震発生に至るプロセスの多様性・複雑性を概観し，大地震の発生過程の概念モデル

を提案した。また，室内実験においては，前震的AEがいつどこでどのように発生するかを

調べるために，内部に低摩擦面をもつ模擬試料の作成方法を確立した。さらに，AEセンサ

の受波面サイズを考慮した上で，走時の読み取り精度と震源位置標定の精度の関係を調

べた。 

MF法を用いて検出限界を下げることで，2015年の小笠原の深発地震(Mw7.9，深さ700 

km)の３か月前から逆大森則に従う30個の前震，大森則に従う20個の余震を見い出した。

これは，通常手法のカタログに基くこれまでの深発地震前後の活動の常識から大きく逸

脱した発見である。 

 

〇前震以外の地震活動 

中期的な先行現象ではと考えられている10年程度の長期静穏化について，千島から小

笠原の沈み込み域で，学習期間と検証のデータを分けて警報条件の最適化と交差検証を

行い，最適な警報の条件が安定して得られ，M7.5以上の数年単位の予測について２倍程

度のゲインが得られることを示した。また，これらの静穏化のいくつかがSSEによって起

きた可能性を提案した。また，静穏化判定に用いる空間サイズを客観的に自動決定する

手法を提案した。長期静穏化による予測には数割の見逃し，空振りがある。南米地域の空

振り事例については静穏化につづいて顕著な群発活動が起きた例があり，地域の地震テ

クトニクスにもとづいて何が起きたのかを検討した。また，ルーマニアのVrancea地方の

プレート内中深発地震域において，M6.9以上の大地震３つのうち一つだけに非常に顕著

な静穏化が先行したことを見い出した。 

次のメガスラスト地震の発生が懸念される北海道東方沖について，中期的先行現象と

言われているものの現況を，最近のデータを追加して集中的に検討し，絶対的静穏化お

よびETAS比の相対的静穏化が継続していることを確認し，さらに，顕著なｂ値の低下も

おきていることを見い出した。また，2021年に宮城県沖のプレート境界で起きたM6.9と

M6.8の地震の震源域でも，その数年前からｂ値が顕著に減少していたことを見い出した。 

2016年熊本地震による剪断ひずみエネルギー変化の空間分布をｂ値の変化の空間分布

と比べたところ，剪断歪みエネルギー変化が増加した場所では，一連の活動の開始前に



比べてｂ値が有意に低下していた。 

マグニチュード系列のnatural time解析では，1984年から2011年東北沖地震までの日

本のM7.6以上の地震６つの全てで，数か月以内に先行する異常が生じたが，さらに，東北

沖地震を含むいくつかの大きな地震の数日から数時間前に，マグニチュード natural 

time系列のエントロピーと時間反転系列のエントロピーの差のゆらぎや，Tsallisエント

ロピーで定義したそれに，異常が現れたことを見い出した。 

比較的大きな地震が起きた場合に，それに続く活発な地震活動のｂ値を見ることで，

その後さらに大きな地震が起きる可能性を判断する交通信号システムが提案されている。

熊本地震，リッジクレスト地震，トルコ・シリアの地震等について，詳細なｂ値の時空間

変化を調べ，本震の破壊がｂ値の低下したところで起きた場合も，そうでないところで

起きた場合もあることを指摘した。また，余震ｐ値，地震活動の空間集中化指標，地殻変

動の短期的な変化なども見て，複数の大地震を含むこれらシーケンスを応力の観点から

総合的に解釈・評価した。 

また，AICとブートストラップ法をあわせて，ｂ値の時系列にみられる変化の異常度を

客観的に計量する方法を提案し，いくつかの大地震に数か月先行するｂ値の減少と，そ

の異常度の増加を確認した。 

閾値CCを下げたMF法を用いて，2003-2019年の富士山の下の火山性LFEを多数検出した。

LFEの活動は，2011年東北沖地震の４日後に富士山の麓地下10 kmで起きたM5.9の静岡県

の地震(LFE域の応力を0.1-1MPa程度変えたと考えられる)直後に顕著に活発化し，その後

余震的に減衰したが，このLFE活動にETASモデルをあてはめてみると，活動度はまだ東北

沖地震以前のレベルに戻ってはおらず，富士山下のマグマシステムは活性化されたまま

の状態が続いていると考えられる。 

 

〇潮汐同期 

地震活動が潮汐に同期するようになることが大地震の中期的先行現象になっていると

指摘されているトンガ・ケルマデック地域について，系統的なROC解析によって，潮汐同

期による予測手法の最適化と成績評価を行った。M6.5以上の地震を予測対象とした場合

は確率利得が1.7倍程度で，ｐ値は1%を切る。予測対象地震が大きいほど高い確率利得が

得られる傾向がある。 

豊後水道における深部微動と潮汐との相関の長期的な時間変化を調査した。L-SSEの隣

接領域ではせん断応力による潮汐感度が高く,潮汐応力値が大きいほど深部微動が発生

しやすい。また，L-SSE期には潮汐感度が高まることもわかった。 

2020年末からの能登地方の群発地震活動については，深部の流体源に近い深さ15-20 

kmの活動クラスタだけが潮汐相関を示し，また，ここだけｂ値が異様に高いことを見い

出した。この領域は非常に間隙圧が高いことが推察される。 

 

〇地殻変動 

地殻変動の指標化として2000年以降のGNSSデータから格子化ひずみ速度場を計算し，

大きなひずみ速度を示した地域や時期を抽出すると，東北日本の広範囲における2011年

東北地方太洋沖地震による影響，房総半島や四国西部におけるスロースリップイベント

による影響などと関連付けられた。 



気象庁が展開する東海地方の歪み計ネットワークによるS-SSEの検知確率の評価を行

った。M5.5程度のSSEならネットワークのあるところから，ネットワークの幅程度離れた

ところまで90%を超える検知率があるが，浜名湖付近に観測点を追加すると，検知領域が

かなり沖側へ広げられることがわかった。 

中国全土での1997-2017年の地震発生レートがその期間のGNSSから求めた最大剪断歪

みの空間分布とよく相関しゲイン２倍程度の情報をもつことを見い出した。また学習期

間より後の2017-2019年の地震活動とも同様の相関を示した。 

龍門山断層帯周辺の広い範囲にあるボアホール歪み計の７観測点の波形相関が高まる

ことが，短期的な地震先行現象になっていることを見い出した。先行時間１日としてM5

以上の地震(26個)を対象とした場合で４倍近い確率ゲインが得られた。 

 

〇地殻流体 

中国の2013年Lushan地震(Ms7.0)および2017年Jiuzhaigou地震(Ms7.0)のそれぞれ２，

３年前から広域(100 kmスケール)で大きな地下深部の密度変化があったことを重力の繰

り返し観測から見い出した。後者については，群発地震のマイグレーション等もみられ，

深部からの流体移動があったことを提案した。 

一方，この例や先述の長野県北部M6.7地震の前震のように先行事象となったもの以外

にも，MF・精密相対位置標定・機械学習などで小さな地震まで検出することによって，流

体移動の関与が示唆される地震活動が多く見つかっている。能登半島の群発活動中に起き

た2023年５月５日のMj6.5地震直後1000秒間の余震活動は，本震破壊域に沿って深部から浅

部へ20 km/hで拡がった。また，2020年３月末から半年以上続いた岐阜・長野県境付近の群

発地震活動では，約20万個の微小地震を検出し，多数の平行な断層面を描き出すこれら

の活動が全体に南から北へと数十km/dayで拡大した。高圧流体の移動によるスロースリ

ップによる活動であるという根拠は，活動が巨視的な面をなし，活動域の拡大速度がそ

れらしいからというだけであるが，物理的には非常にもっともな解釈であり，例外的な

事象というわけでもなさそうである。今後，地震予測に対する含意を積極的に検討する

ことが重要だろう。 

大気中ラドン濃度の変動については，放射線管理施設から得られた排気データを用い

て地震との関係を調べている。参画施設は５年で２つ増えて27となった。これまでに，地

震に先行する異常はいくつか見つかっているが，統計的に有意な先行性を確認する調査

はまだなされていない。一方，個々の事例については様々な解析がなされ，興味深い事象

がみつかっている。1995年神戸地震前に変動が報告されている神戸薬科大学での大気中

ラドン濃度変動データについて，1984-1988年にはみられなかったK1分潮成分が神戸地震

前の1990-1994年の期間では有意に認められることを見い出した。この時期は，地震活動

や地殻歪にも変調がみられ，関係している可能性がある。また，2018年６月の大阪北部地

震発生前後に大阪医科薬科大学で観測された大気中ラドン濃度は，地震の約１年前から

減少し，本震後2020年６月まで低かったことを見い出した。観測点周辺での地震活動も

地震前に比べて減少しており，さらに，本震後の地震活動も余震域を除く近畿地方全域

で低下していたことが原因かもしれない。 

また，大気中ラドン濃度の時系列から異常を抽出するために季節変動を除く手法とし

てランダムフォレストによる季節変化のモデリングを試し，いくつかの地震の前に大き



な異常が検出できることを確認した。また，1990-1992年に，先述の1995年神戸地震前の

地震活動静穏化が原因と考えられる大気中ラドン濃度の低下も確認された。さらに，平常

期間の選び方で異常抽出結果が左右されることを避けるために，季節性に対応した線形時系

列モデルの1つであるSARIMAモデル及び標準偏差変動を想定したGARCHモデルを併せて使用し，

福島県立医科大学で観測された大気中ラドン濃度データにおいて，特異値分解（SST）による

異常度変動解析のピーク位置とほぼ同時期にピーク位置が検出されることを確認した。また，

地下でのラドン動態を明らかにするために，空間線量率の高い黒色頁岩の露出する牡鹿

半島において空間線量率と降雪の影響を明らかにすると共に，様々な測器を用いた並行

測定も行った。 

一方，房総と茨城でULF帯電磁場観測，地中・大気ラドン濃度観測，大気電場観測，気

象観測を同一地点で行う総合観測を行った。房総の旭観測点では，地中ラドン濃度から

気圧・気温の影響を取り除いて推定したラドンフラックス時系列に，地震の数日前に大

きな正異常が出た例を多く見い出したが，強い降雨の直後にラドンフラックスが増える

ことも見つかり，地震前の異常の内いくつかは強い降雨の直後でもあった。降雨の影響

を除去することを目指して，土壌水分や，複数深さでの地中ラドン測定を追加して，観測

を続けている。 

 

〇衛星熱赤外 

ひまわり６，７号の2005年６月から2015年12月までの11年間の夜間衛星画像にロバス

ト衛星技術データ分析手法を用いて，晴天地域での衛星熱異常(3.5σ異常)を検出し，デ

クラスタした地震カタログと比較したROC解析により先行性があるかを検討したところ，

M≧6が対象の場合は半径380 km，M≧6.5が対象なら半径623 kmの範囲に警報を出した場

合，M≧6対象では警報分率が1.7%で予知率7.5%，M≧6.5対象では警報分率が3.6%で予知

率16%が達成された。いずれも確率ゲインは４倍を超え，またｐ値は5%を悠々と切ってい

る。対象時空間で合計29回の異常のうち，その後30日以内にM≧6が起きたケースが13例

と，空振りが少ないのが好成績につながっている。解析対象時空間では2011年東北沖地

震の余震が多く，東北地方によくでる異常であれば，見かけ上地震と相関がよくなると

いう批判があるが，今回の29個の異常のうち東北沖地震の余震時空のものは数個しかな

く，その疑いは小さい。 

 

〇電磁気 

房総半島と伊豆の2000-2010年のULF磁場観測データにみられる異常の先行性を，ROC解

析によって評価した。先行時間を５日とした場合，どちらの観測点でも先行性が有意で

あることが示され，特に，伊豆においては確率ゲインが４倍程度と性能がよい。また，大

きい地震ほど，前兆がつく割り合いが高いことも確認された。また，1958-2019年の国分

寺のイオノゾンデのNmF2データについても，異常が距離200 km以内M6.4以上の地震に10

日先行するとした場合で４倍を超える確率利得が取れる。海の地震より陸の地震の方が

予知率がよいこと，近くて大きくて浅い地震の方が予知率がよいことも確認された。こ

の２つの異常は先行時間やROCが似ており，今後，同じ地震に関連して両方の異常が出て

いるかなど，両者の異常に関連性に関する調査が望まれる。 

2018年７～８月にインドネシアのロンボク島で発生した４つのM6級の浅い地震の数日



前に，中国の地震電磁気衛星(CSES-1)のin-situ電離圏電子数変動データに正のプラズマ

摂動があったことがわかった。そこで，CSES-1の打ち上げ以前のGIMTECを2007-2017のイ

ンドネシアのM5.8以上の浅い地震35個と比較したところ，地震１～７日前に先行して異

常が現われる傾向が有意に示された。さらに，2018年７～８月のCSESデータとGIMTECの

全球での空間分布を調べ，地震先行異常時はこれらの異常が震源域に局在しており，磁

気嵐に伴う異常のように，グローバルに現れてはいなかったことを見い出した。 

DEMETERの観測で有意な先行性が示されている地震前４時間以内のin-situVLF帯電磁

波の観測をハイサンプリングで超廉価に行う超小型衛星の開発については，JAXAの搭載

ロケットが決定し，ミッションデザイン，エンジニアリングモデルの製作・検証を終え

2024年度にJAXAへの納品のため，フライトモデルの設計および一部の製作開始まで進ん

だ。超廉価であるため，衛星群化が容易で発展性の高いプロジェクトである。 

2011年東北沖地震に関して，日本の地磁気共役点であるオーストラリア北部のGNSSに

よって観測された電離圏総電子数(TEC)を解析したところ，日本で地震直前に観測された

ものと同様なTECの正異常があった。異常の開始時間は地震の41.5分前であり，日本で観

測された時間に非常に近く，日本とほぼ同じ磁気経度で発生していた。これは，電離層内

の電場が大地震の直前に電子を再分布させたというモデルを支持する。また，2011年東

北M9地震の直前のTEC異常の３次元トモグラフィーを行い，2015年イラペル地震でみられ

たのと同様に，低高度に正の異常が，高高度に負の異常が，磁力線に沿って並んでいた。

これは，地表に正の電荷が表われたときに期待される形である。また，直前異常の場所は

主に津波によるpostseismicな異常とはずれていること，陸域に限られていることが見い

出された。さらに，これまでRinexデータが提供されていなかった2008年中国四川地震

(Mw7.9)についても,直前37分に始まり，地震開始時には背景TECの5%に達する異常がみつ

かった。これは，今までの20事例から得たスケーリング則におおむね合っているが，やや

強め，やや早めである。 

また，電離圏の擾乱事例に適用していたニューラルネットを用いた３次元TECトモグラ

フィー手法はTECのSN比が低い夜間を苦手とするため，カルマンフィルタを用いた新手法

を開発した。この手法で，2011年３月８日から３月９日かけてのTEC異常が夜間も継続し

ていたことがわかった。地震動や津波による電離圏の擾乱もこのトモグラフィーできれ

いに捉えることができ，それぞれの擾乱の水平方向，垂直方向の波長を世界で初めて捉

えることができた。これらの力学的な擾乱は音波および内部重力波として伝わり，それ

らの振幅比が地震の大きさによることもわかった。また，火山噴火に起因する電離圏の

擾乱の伝播も捉えられた。これらの知見・技術は津波の早期警報に利用可能である。 

 

〇宏観現象 

あまり注目されていない地震関連の災害誘因として，地震活動に伴って地中から火焔

が噴出したという記述を，1855年安政江戸地震以前の歴史地震史料から多数見つけた。

これらはいずれも地下に天然ガスを胚胎し，表面ガス兆候が見られる地域にある。噴出

火焔から火災に至ったと判断できる証言も複数見つかった。また，地震直前という例も

二つ(1703年元禄地震@小田原，1947年善光寺地震@善光寺界隈)ある。 

大きな地震があったとき(2019年６月18日山形県沖M6.7, 最大震度６強；2021年５月１

日宮城県沖M6.8; 2023年２月６日トルコ・シリア地震, M7.8; 2024年１月１日能登半島



地震,M7.6)に，地震雲や前兆などのキーワードでソーシャルメディア等で，当該地震の

前兆の可能性のある事例が報告されていたか，あるいは，地震前に地震前兆関連の投稿

数が変化していないかを調査したが，そういうことはなかった。 

また，2021年５月１日宮城県沖M6.8地震については，４月26日にNEWSポストセブンで

発信されていた民間会社の警報時空間に入っていたため，ヤフーコメントでの受けとら

れ方を地震の前後で調査した。適中によって好意的なコメントの割り合いが15%から31%

に増えたが，それでも批判的なものの方が44%と多く，そのほとんどは警報の時空間が広

いので当って当然だという統計的な理解に基いていた。 

また，2023年の３月に岩手県大船渡市，陸前高田市および宮城県気仙沼市の漁港を中

心とした計31ヶ所で，地震前前兆として言い伝えられている海鳴りとキジ鳴きの認知度・

経験度を効きとり調査した。前者については，そもそも海鳴りという言葉・事象の認知度

が低かった。後者については，実際に地震の揺れの直前もしくは地鳴りと同時にキジ鳴

きを聞いたことがある人が59%いた。ただし，Ｐ波に反応して鳴いたものである可能性が

高い。 

また，1996年４月１日～2022年６月30日のボラの100匹異常の大量死37件と最大深度６

強以上の地震21個のうち，ボラ死の30日以内に300 km以内で地震が発生した組み合わせ

は，2022年３月６日東京都大田区ボラ1000匹死と2022年３月16日福島県沖の地震のみで

ある。 

また，「なまずの会」による地下水データ(1977-1988)と地震の対応を調べたところ，

神奈川県を中心に分布する39個の井戸のうち6つが好成績のようであった。 

 

 

令和５年度の成果 

２．地震・火山噴火の予測のための研究 

（２）地殻活動モニタリングに基づく地震発生予測 

ア. プレート境界すべりの時空間変化の把握に基づく予測 

プレート境界の固着・すべりの時空間履歴は，地震発生の切迫度への影響が物理的に

明らかであり，予測への演繹的アプローチが考えやすい。本項目では，スロー地震と繰り

返し地震の検出を中心とした非地震性すべりのモニタリングに基く物理モデルの構築と

予測の研究を行っている。 

 

〇地殻変動 

新潟－神戸歪み集中帯の変形構造を調査するため，GNSSデータをインバージョン解析

して，地殻内で発生する非弾性変形の大きさに対応する３次元モーメント密度分布を推

定した。その結果，地殻深部は一つの基盤断層を境界とした２つの地殻ブロックが相対

運動するのに対し，地殻浅部は活断層に沿って非弾性変形が集中する複雑な構造をして

いることが分かった（気象庁[課題番号：JMA_01]，野田・他，2023，野田，2023）。 

GNSSデータのスタッキング解析により2011年東北地方太平洋沖地震の本震発生約２時

間前から始まる加速的な先駆すべりの存在を示唆する結果が得られたという報告の検証

のため，GNSSとは独立な防災科学技術研究所のHi-net高感度加速度計（傾斜計）記録を同

様な手法で解析した。その結果，ノイズレベルを超えるような数時間の加速的な変動は



見られなかった（東京大学地震研究所[課題番号：ERI_12]，廣瀬・他, 2023)。 

2023年３月に熊野灘で浅部SSEが発生したことを，海底のボアホール観測から明らかに

した。海洋研究開発機構では，間隙圧変化から海底地殻変動による体積歪変化をナノス

ケールで抽出する手法を確立し，今回のSSEは発生から１日後に検出することが可能とな

った（東北大学理学研究科[課題番号：THK_09])。 

ベイズ的逆解析の拘束条件としてよく使われるなめらかさ(空間二階微分)を数値的に

求めることが，地球物理のデータモデリングに便利な観測点に即したメッシングである

ドロネー分割においては高コストだという問題点に対して，新しい数値計算スキームを

提案し，ドロネー分割を用いた重力異常の逆解析で良好に働くことを確認した（東京大

学地震研究所[課題番号：ERI_13]，Niu et al., 2023)。 

 

〇繰り返し地震 

東北沖において，ケーブル式の海底地震観測網であるS-netを活用し，小さな地震まで

繰り返し地震の解析に用いるため，深層学習モデル（PhaseNet）による地震の検知を行

い，気象庁によるカタログの1.6-６倍程度の地震を同定することができた（東北大学理

学研究科[課題番号：THK_09]，Uchida et al., 2023)。 

日本全国の定常観測網で観測された地震波形データを蓄積し，日本列島周辺で発生し

た繰り返し地震活動の検出を行った。その結果，スラブ内地震の余震中にも繰り返し地

震活動が確認された。そこで，スラブ内地震の影響を避けるよう繰り返し地震とその周

辺で発生する地震活動を選択使用し，プレート間非地震性すべりの時空間変化の推定を

試みた。その結果，2021年以降に宮城県沖・福島県沖で発生したいずれのスラブ内大地震

発生後においてもプレート間非地震性すべりの加速が見られた。スラブ内大地震の発生

によりプレート間の応力が増加してプレート間非地震性すべりが生じ，また，プレート

間のすべりによる応力増加がスラブ内のダウンディップコンプレッション型地震の発生

を促した可能性を示唆している（東北大学理学研究科[課題番号：THK_09])。 

地震波形の相関を用いて東北日本沖合で発生した2003年から2023年の地震の震源を再

決定し，繰り返し地震の検出を行った。断層サイズ程度に離れた距離で，繰り返し地震の

集中域が多く存在することが明らかになった。それらの繰り返し地震の震源時間関数を

推定し，東北沖地震後の規模変化の際には，継続時間と振幅の双方が変化していたこと

を示した（東北大学理学研究科[課題番号：THK_09]，吉田, 2023)。 

茨城県北部地域で2011年と2016年に発生し，地殻変動データ等から繰り返し地震と考

えられていたMw5.8地震が，実際には異なる領域を破壊した地震であったことを波形イン

バージョンから示した（東北大学理学研究科[課題番号：THK_09]，吉田・福島, 2023)。 

 

〇深部スロー地震 

産総研・防災科研・気象庁の３機関は，ひずみ・地下水・傾斜データをリアルタイム

で共有して南海トラフで起きる短期的SSEを解析するシステムを運用しており，2022年11

月～2023年10月までの１年間では，40個の震源断層が決定された（産業技術総合研究所

[課題番号：AIST09]，落・他, 2023，矢部・他, 印刷中）。 

昨年度開発して日向灘に適用した，GNSSによる地殻変動データから大地震発生後の余

効変動の逐次推定・除去処理を行う手法(小林, 2023)を，他の現象が同時に発生してい



る場合にも分離して余効変動を評価できるようにし，2013年から2016年にかけて発生し

ていた東海地方の長期的SSEと東北地方太平洋沖地震の余効変動を適切に分離し，長期的

SSEの監視が行えるようになることを確認した（気象庁[課題番号：JMA_01]）。 

南海トラフ沈み込み帯の深部低周波地震（LFE）の長期的な挙動に関する理解を深める

ために，先行研究（Kato and Nakagawa，2020）によって構築された低周波地震カタログ

のアップデートを行った。2015年９月から2020年12月までの連続波形記録にテンプレー

トマッチング法を適用することで約23万個のLFEを検出した。その結果，長期的SSEの規

模が大きいほどLFEの活動度も高くなる傾向が見い出された。また，2011年東北地方太平

洋沖地震以降，走向方向に四国全体を横断する主要なLFE活動が継続して発生しており，

プレート境界の状態が変化した可能性が示唆される（東京大学地震研究所[課題番号：

ERI_12])。 

微動活動の解析に使われるようになった(Wang et al., 2017, 2018)隠れマルコフモ

デルの隠れステートの数mを選ぶのにAICを使うとmが大きすぎ，BICを使うと小さすぎる

ということが指摘されていた。様々な情報量規準をシミュレーションモデルで試してみ

たところ，BICにサンプルサイズに依存する項を加えた調整BICが良好であり，紀伊半島

のトレマに適用したところ，最適mが17から19になり，m=17のモデルでは認識されなかっ

た活動パタンが拾われるようになった（東京大学地震研究所[課題番号：ERI_13]，Buckby 

et al., 2023）。 

紀伊半島で発生しているLFEとスラブ内地震の波形を比較分析することで，低周波に卓

越するLFEの波形の特徴はプレート境界周辺域の特殊な減衰構造等に起因するのではな

く，スローな震源過程を反映していることを実証した（東京大学地震研究所[課題番号：

ERI_12]，Wang et al., 2023)。 

前計画・科研費等で構築してきた，豊後水道周辺地域におけるGNSS連続観測および座

標値解析を継続して実施した。それらの観測データに基づき，2015～2016年頃および2018

～2019年頃に豊後水道で発生した２つのSSEのすべり域を推定した。これらと深部微動活

動を比較したところ，豊後水道では微動発生域へのSSEすべりの進展と微動活動によい相

関が示された（図１，東京大学地震研究所[課題番号：ERI_12]，Hirose et al., 2023)。 

昨年度に引き続き，東海，四国南西部，宮崎で絶対・相対重力観測を実施し，重力異

常のデータを蓄積した。東海では，この数年のデータ蓄積により，重力異常がプレート境

界の浅部に位置する観測点から深部に位置する観測点へ伝播するように見えることが分

かった。また，能登半島の群発地震域で４回の重力観測を行い，令和５年５月，６年１月

に発生した大地震に伴う重力変化を検出した。これらの重力変化は弾性ディスロケーシ

ョン理論では説明できない負の質量変化を含んでおり，この地域に大量に含まれる地殻

流体の変動により説明できるか検討中である。また，石垣島のSSE発生域において，時間

分解能を大幅に改善した連続観測可能な重力計による観測を継続している（東京大学地

震研究所[課題番号：ERI_12]，Tanaka, 2023; Tanaka et al., 2023)。 

四国西部域においてネットワークMT観測を継続し，そのデータから得られた３次元比

抵抗構造に基づいて構造変化検知可能性を検討した。さらに，スロースリップ域の空間

的特性を明らかにするため，四国地方や紀伊半島域での既存のネットワークMT観測のデ

ータをコンパイルし，紀伊半島については３次元比抵抗構造推定を行った（東京大学地

震研究所[課題番号：ERI_12]，Shi・他，2023，Watanabe et al., 2023)。 



 

〇浅部スロー地震 

拡充されたスロー地震データベースを活用し，南海トラフ沿いで発生する浅部スロー

地震の特徴をまとめた。地震学的および測地学的な浅部スロー地震の分布を明らかにす

るとともに，浅部プレート境界へのインプット，室内実験，プレート境界のすべり欠損や

地下構造を総合して（図２），浅部スロー地震の分野間共通理解を目指すレビュー論文を

出版した（東京大学地震研究所[課題番号：ERI_12]，Takemura et al., 2023）。 

 

〇スロー地震と構造の関係 

JAMSTECが過去に南海トラフで取得した反射法探査データを深海掘削データと組み合

わせ，海溝で沈み込む深海堆積物を分析した。その結果，中新世に堆積した３つのタービ

ダイトがプレート境界に沿って深部へ沈み込んでいることを発見した（図３）。砂層に富

むタービダイトが，スロー地震活動の静穏域（プレート間固着の強い領域とほぼ一致す

る）に集中して分布している。透水性の優れたタービダイトがプレート境界断層の間隙

水圧を低下させ，断層面の剪断強度が大きくなることで，スロー地震活動が静穏化した

という解釈が考えられる。今後，南海トラフ沿いのプレート境界断層の間隙水圧を高精

度・広域的に調査することで，巨大地震に影響するスロー地震に関する理解が進展し，巨

大地震発生予測モデルの高度化への貢献が期待される（東京大学地震研究所[課題番号：

ERI_12]，Park and Jamali Hondori, 2023)。 

今年度までに開発してきた常時微動表面波トモグラフィー手法をS-net及び過去に実

施された稠密海底地震観測網のデータに適用し，日本海溝沈み込み帯におけるＳ波速度

構造を推定し，空間的に相補的に分布する微動発生域と大地震すべり域に対応したＳ波

速度構造の空間変化を明らかにした。また，異方性構造の推定へ向けた検証を行い，常時

微動源の非等方性の影響をモデリングできた（東京大学地震研究所[課題番号：ERI_12]，

高木・他，2023，高木・西田，2023)。 

令和３年12月から令和５年３月まで，四国東部地域において実施した稠密地震観測で

取得したデータを用いた地震波トモグラフィー解析を実施し，スロー地震のすべり特性

を規定する地下構造の特徴把握を行った。南北測線のVp/Vs構造を既存の反射法断面図

(蔵下・他，2007)と比較すると，フィリピン海プレート上面近傍の反射層が厚く確認でき

る領域で，Vp/Vs値が特に大きくなる特徴を示し，流体の存在が示唆される。南北測線下

での考察を踏まえると，得られた東西測線下のVp/Vs構造より，深さ30-40 kmのVp/Vs値

が周囲より大きな領域は，沈み込むフィリピン海プレートの海洋性地殻に対応すると解

釈できる。Vp/Vs値は東西方向に変化が確認でき，深部低周波微動活動が活発な領域は，

低調な領域に比べてVp/Vs値が高くなる特徴が見られ，深部低周波微動活動度と沈み込む

フィリピン海プレート内の構造不均質との関連が示唆される（東京大学地震研究所[課題

番号：ERI_12]，蔵下・他, 2023）。 

 

〇スロー地震と地震発生の関連性 

2020年３月末から半年以上にわたって，岐阜・長野県境付近において群発地震活動が

発生した。機械学習モデルによる地震波の読み取りや震源再決定，テンプレートマッチ

ング法を適用することで，約20万個のイベントから成る包括的な地震カタログを構築し



た。群発地震は主に東西走向もしくは北西-南東走向の高角傾斜の多数の断層面に分布し，

活動域は南側から北側へと徐々に拡大した。また，活動域の拡大フロントの移動速度は

約10-150 km/日であり，沈み込み帯で見られるスロー地震の移動速度と類似する。流体

に駆動されたスロースリップが群発地震の発生に関与している可能性が考えられる（東

京大学地震研究所[課題番号：ERI_12]，Kato et al.，2023）。 

2018年６月に発生した房総沖スロースリップに伴う群発地震活動に対してMF法を適用

することで地震活動の再検出を行った。その結果，過去のスロースリップ発生時と同様

に，群発地震活動は沖合の東北東から陸域の西南西に向けて移動を示した。移動速度は

2007年と2014年のスロースリップ発生時とほぼ同じ約3 km/日であった。また，スロース

リップのすべり速度が大きくなる後半に地震活動が活発化を示した（東京大学地震研究

所[課題番号：ERI_12]）。 

背景地震活動度の時間変動を許す時空間ETASモデルを用いて，2001～2013年の期間の

南海トラフでの群発地震を網羅的に検出した。背景地震活動度が2年間の移動平均より２

割以上高ければ群発活動だと定義すれば，M1以上の地震の18%が群発活動に含まれ，主に

下盤内の活動であった。群発イベントの7割が四国西部から西であり，日向灘が最も多か

った。水平位置でみて，群発活動とSSEの発生域はおおまかには相補的だが，四国西部と

豊後水道では重なった。また，長期的および短期的SSE活動と群発活動は，全体としては

相関がなかったが，１－２割のSSEについては，他地域の先行研究(e.g., Hirose et al.， 

2014，Nishikawa and Ide，2017，Peng et al.，2021)と同じく群発地震と正の相関があ

った（東京大学地震研究所[課題番号：ERI_13]，Guo et al., 2023）。 

 

〇地震・スロー地震の物理モデル 

地震発生シミュレーションの計算高速化に関する手法について調査し，Hマトリクス法

コードを用いることにより，これまで開発してきたコードに比べ，比較に用いたケース

では1/3程度計算時間の短縮が図られることを確認した。（気象庁[課題番号：JMA_01]）。 

 

〇断層すべりのデータ同化 

アンサンブルカルマンフィルター(EnKF)に基づくデータ同化を行う際には，初期アン

サンブルとして断層面上の摩擦パラメータをうまく与えることが必要であると考えられ

る。そこで，豊後水道のL-SSEのセグメント化が摩擦特性不均質に起因するとの考えのも

と，観測されるL-SSEのセグメントサイズ・発生間隔やすべり量をもつSSEがどのような

摩擦パラメータ分布により生じるかを，フォワード計算により調べてきた。しかし，昨年

度は新たに，一様な均質断層であっても，走向方向に長い断層面では自己組織化される

歪みの不均質により，L-SSEのセグメント化・L-SSEの伝播が起きること，またL-SSEのサ

イズは震源核形成サイズh*（Ruina, 1983; Rice, 1993）により決まり，セグメント数は

h*に反比例することを，数値実験により示した(大畠, 2023)。本年度，均質平面断層面

上で起こるSSEセグメンテーションの性質を詳細に調べた結果，SSEのセグメント数は概

ねh*に反比例するが，摩擦パラメタの比a/b，有効法線応力σにも依存し，またL-SSEの伝

播方向は摩擦パラメータの組み合わせによって双方向や単方向など様々な向きをとるこ

とがわかった。これらL-SSEセグメントのサイズおよび個数，伝播方向は，L-SSE以浅の地

震発生領域の固着状態にも依存し，また近隣で地震が発生するなど，外部から強い応力



擾乱を受けると変化する。EnKFの適用時には，これら周囲の実際の状況を反映したモデ

ルが必要である（京都大学理学研究科[課題番号：KUS_01])。 

昨年度に引き続き， iterative ensemble smootherと ensemble transform Kalman 

filterを用いてパラメータとその不確実性の空間分布を推定する手法の開発を行った。

手法の定式化を工夫し，より良い推定を行えるようにした。この手法の性能を評価する

ために，余効変動の物理モデルのパラメータ（プレート境界の摩擦パラメータ，マントル

の粘性率，地震時の応力変化等の空間分布）とその不確実性を推定する数値実験を行っ

た。未知パラメータが多数あっても適用可能で，7000個程度の未知パラメータをリーズ

ナブルな計算コストで推定できることを確認した（京都大学理学研究科 [課題番号：

KUS_01])。 

豊後水道で2010年に発生したL-SSEを対象に，MCMC法を用いた摩擦特性推定手法と断層

すべりの短期推移予測手法を開発した。同地域の断層モデルとして，円形パッチでSSE発

生域を模したHirahara and Nishikiori(2019)を用いた。円形パッチ内外では摩擦特性を

一様と仮定し，それぞれの摩擦特性をGNSSデータから推定した。まず，SSE全期間を含む

2008年５月～2011年５月の地殻変動データを同化すると，データに整合的な摩擦特性が

推定された。さらに，現在進行形で発生しているSSEの短期的な推移予測の性能を評価す

るために，同化するデータの期間を0.5年から３年へと段階的に変化させてデータ同化を

実施し，その後のSSEの推移予測を計算した。その結果，断層すべり速度が最大値に達す

る前の地殻変動データのみでは，その後の推移として高速すべりが予測されるのに対し，

断層すべり速度が最大となって以後のデータも併せて同化すると，SSEのようなゆっくり

とした断層すべりが予測された。一方で，SSEが発生するという摩擦特性の事前情報をデ

ータ同化に組み込むと，すべりが最大に達する以前のデータのみを用いても，ゆっくり

としたすべりが予測された（京都大学理学研究科[課題番号：KUS_01]，Kano et al., 2023)。 

観測データとモデルの融合による断層すべりモニタリングの新たな方法として，深層

学習を用いた物理方程式の求解手法であるPhysics-Informed Neural Networks (PINN) 

を用いた断層すべりモニタリング手法を開発した。PINNは初期・境界条件と偏微分方程

式を損失関数として取り込み，損失関数を最小化するように学習させることで，ニュー

ラルネットワーク(NN)を用いて偏微分方程式の解を近似する手法である。PINNでは偏微

分方程式の求解という順問題に加え，データとNNの出力の残差を損失関数に加えること

で，摩擦特性のようなパラメータを推定する逆問題にも応用が可能である。PINNを用い

た断層すべりモニタリング手法に向けて，一次元断層すべりモデルであるばねブロック

モデルを用いて，(a)SSEを計算する順問題，(b)摩擦特性の推定を試みる逆問題，さらに

(c)進行中のSSEのすべりの推移予測の試行，を試みた。(a)においては，PINNによる断層

すべりの数値計算結果が，従来の数値積分による断層すべりの結果と相対誤差10-1程度で

一致していることを確認した。(b)については，（擬似）観測データの情報を損失関数に加

えることで，摩擦特性を正しく推定できていることが確認できた。さらに，(c)では，観

測データの前半部分のみを用いた場合の，摩擦特性の推定とその後のSSEの推移予測を試

行した。すべり速度が最大に達する以前の観測データしか用いていない場合には，NNの

初期値に依存して，摩擦特性の推定・すべりの予測ともに成功する場合と失敗する場合

が存在した（図４左，中）のに対し，最大すべり速度以後のデータまで用いると摩擦特性

の推定やデータが得られていない期間のすべりの推移予測が正しく行える（図４右）こ



とが確認できた（京都大学理学研究科[課題番号：KUS_01]，Fukushima et al., 2023)。 

固着すべりを同一試料で続けた実験からわかるように，断層面の摩擦特性は累積すべ

りとともに徐々に変化する(e.g., Urata, 2017)。物理的なすべりモデルのデータ同化で

予測を行う場合には，摩擦特性の変化を捉えて摩擦パラメータを更新すべきである。固

着すべりの数値シミュレーションデータを用いて，固着すべりの特徴量(すべり弱化レー

ト，イベント間隔)からRSF摩擦パラメータ(a, b-a, Dc)を推定するように訓練した機械

学習モデル(ランダムフォレスト)によって，室内実験の固着すべり履歴から摩擦特性の

変化を推定した。実験での摩擦特性の変化は，ガウジ層の発達による部分が大きいよう

に見える（東京大学地震研究所[課題番号：ERI_13]，Ishiyama et al., 2024）。 

 

イ. 地震活動評価に基づく地震発生予測・検証実験 

地震活動は20世紀前半からの網羅的観測データがあり，予測手法の検証・実践に関し

て格段のポテンシャルを有しているため活発な研究が続けられている。 

 

〇地震観測手法 

DAS（光ファイバー振動計）による東南海ケーブルを利用した海域での試験観測を開始

し，浅海域における波浪によるものなどの振動現象を観測した（気象庁 [課題番号：

JMA_01]，田中, 2023）。 

南海トラフの地震活動監視と津波早期警報に威力を発揮すると期待されているDONETの地

震検知能力を，2015年10月１日から2019年４月１日までのデータで評価した。ネットワーク

内ではM1以上なら，ネットワークの外でも周辺数十キロではM2以上ならほぼ取り漏らしはな

い（東京大学地震研究所[課題番号：ERI_13]，Nanjo et al., 2023）。 

DONETやS-netなどの海域の定常観測網による浅部微動や浅部超低周波地震の解析の高

精度解析へ向け，海底地震計での高周波地震動の特性を明らかにした（東京大学地震研

究所[課題番号：ERI_12]，Takemura et al., 2023)。 

地震観測網の手薄なイタリアのファノ沖合30 kmのアドリア海浅部で2022年11月９日

に起きた２つのM5+の地震の余震活動について，内陸の２点の地震計だけを使って，最近

開発された新しいマスターイベント法(Grigoli et al., 2021)で震源再決定を行った。

誤差1 kmで良好な位置決定のできた余震分布から本震の断層dip(30-40度)がしっかり押

さえられた。これは本震のメカニズム解や，反射法探査の結果と整合的であった。この手

法は，地震観測網が手薄な地域での津波リスク評価につながる（東京大学地震研究所[課

題番号：ERI_13]，An et al., 2023）。 

 

〇震源カタログ 

東北地震の激しい余震活動により，多数イベントからの地震波が重畳し検測にとって

難しい条件であった2011年３月１日から2012年２月末までの１年間について，一元化震

源カタログの作成に使われているものと同じ自動検測のよる P/Sピックに，深層学習

(Ross et al.，2018，Kudo et al.，2023))とアンサンブル学習(Tamaribuchi et al.， 

2021)による誤検出除去手法を適用し，自動ピックの誤りの８割を除去することができた。

その結果，従来の３倍にあたる92万個の微小地震カタログが作成された。活動が極度に

高く，複数イベントからの地震波が複雑に重畳した東北地方沿岸部での改善が特に顕著



で，Mcが2.3から1.5になった。また，日本海側まで含む東北地方内陸部でも，活動の高か

った時空間ではMcが大きく改善した。この結果，一元化震源カタログでは認識できなか

った微小地震の活動,たとえば，秋田県の森吉山(第四紀後期火山)での震源移動現象や，

東北地震の９分後から始まった長野県北部M6.7地震(2011年３月12日午前3：59)の前震活

動(Shimojo et al., 2014, 2021)などが，テンプレートを用いない自動処理カタログで

認識された（気象庁[課題番号：JMA_01]，Tamaribuchi et. al., 2023）。 

科研費・新学術領域研究「スロー地震学」で構築したスロー地震データベースを安定

的に維持・管理するとともに，データベースへのカタログ登録を継続的に呼びかけ，現在

では約120のカタログが登録されている（東京大学地震研究所[課題番号：ERI12])。 

閾値CCを下げたMF法を用いて，2003～2019年の富士山の下の火山性LFEを多数検出した。

LFEの活動は，2011年東北沖地震の4日後に富士山の麓地下10kmで起きたM5.9の静岡県の

地震(LFE域の応力を0.1-1 MPa程度変えたと考えられる)直後に顕著に活発化し，その後

余震的に減衰したが，このLFE活動にETASモデルをあてはめてみると，活動度はまだ東北

沖地震以前のレベルに戻ってはおらず（図５），富士山下のマグマシステムは活性化され

たままの状態が続いていると考えられる（東京大学地震研究所[課題番号：ERI13]，Nanjo 

et al., 2023）。 

歴史記録から過去の地震の情報を得るときには，史料そのものの信頼性に注意する必

要がある。寛治六年(1092年)八月三日の越後の大波について，これに関する記述のある

26件の史料を精査した。これが地震に関連した事象であることを示唆する史料は，いず

れも江戸時代以降の成立であり，また，地震動による具体的な被害を記述した史料もな

い。一方，八月三日ないし四日に，日本の広い範囲に洪水や高潮を伴う大規模な気象災害

があったことは，同時代および江戸時代以前に成立した史料に記述されている。よって，

これは気象災害であって地震はなかった可能性が高い(石辺・他，2024)。また，安政三年

十月七日(1856年11月４日)の関東の地震については，立川断層帯付近を震央とし，所沢・

東村山(久米川)・立川に震度５弱ないし５強に相当する大被害を引き起こした地震と考

えられてきたが，多摩・入間地域の同時代史料多数を精査したところ，この地域に大きな

被害があったという記述はなかった。史料で強い揺れの記述があるのは，むしろ東京都

中心部より北東側であり，震源が立川断層帯であったということは非常に考えにくい（東

京大学地震研究所[課題番号：ERI_13]，石辺・他，2024，原田・他，2024)。 

 

〇断層面解と応力インバージョン 

近地地震波形を用いた震源過程解析の自動化について，南海トラフ沿いで発生した地

震を解析したところ構造不均質の影響により妥当な解が得られなかった。この影響を回

避するため，あらかじめ沈み込むプレート面上に小断層を配置して三次元速度構造に基

づくグリーン関数を計算しておく手法の開発を進め，プロトタイプを構築した。南海ト

ラフ沿いでは観測事例が少ないため合成波形を作成し，開発した手法の検証を行った（気

象庁[課題番号：JMA_01]，西宮・弘瀬，2023）。  
前計画で開発した，Ｐ波初動極性（押し引き）から直接応力場の空間パターンを推定

する手法（Iwata, 2018）の特徴は，解析対象領域を先験的に分割することなく応力場推

定を行う点にある。この手法の改良として，推定の空間解像度を上げることを試みた。以

前の手法では，すべらかな応力場（主応力軸の向き）の空間パターンを表現するために節



点間隔5 kmの３次のB-splineを用いていた。節点間隔を短くすれば空間解像度を上げる

ことは出来るが，スプラインの節点間隔は解析領域全体で一定とすることが多く，単純

に節点間隔を短くすることは計算負荷の面で困難である。データの生じる地点，すなわ

ち震央の空間密度に応じてスプライン密度を変化させることも考えられるが，具体的に

どうするかは単純ではない。そこで，ドロネー三角形分割に基づく線形スプラインを用

いることを試みた。この改良手法をIwata(2018)で解析した2000年鳥取県西部地震の余震

データに適用した。大局的な応力空間パターンは概ね同じであるが，改良手法では方位

角の細かい空間変動がより明確となり，以前の手法では解像できていなかった断層北端

部においても，鳥取県西部地震の左ずれ断層運動と東西圧縮の背景応力場に整合的な結

果が得られた（京都大学理学研究科[課題番号：KUS_01]，岩田，2023)。 

 

〇地震の可予測性 

大地震の根本的な可予測性を否定する論拠として，次に起きる地震のマグニチュード

については，過去の履歴に依存しない固定した確率分布（GR則など）に従っているという

考えがある。実際のカタログにはマグニチュードの相関が見られることがあるのだが，

これは初期余震の観測で小さい地震が見逃がされることによる虚像とも考えられ，互角

の論争が続いていることを昨年度メタ解析により報告した(Petrillo and Zhuang, 2022)。

今年度は，機械学習ピックを用いて作成されたAmatrice-Norciaの１年間の高分解能カタ

ログ(Tan et al., 2021)に対して，ETASトリガリングによる各イベント間の親子関係を

推定した上で（先行研究は，一定の時空間範囲に入るものを全て比較しており，独立地震

も含まれていた），トリガされたイベントのマグニチュードが，トリガしたイベントのマ

グニチュードと相関するかを調べた。マグニチュード相関がない場合（帰無仮説）の挙動

は，普通のOFCモデル(Olami et al., 1992)に遅れ応力伝播を可能にする延性層をつけて，

GRに加えてリアルな感じの余震を産み出せるようにした２層OFCモデル(Petrillo et al., 

2020)による合成カタログから作成した。実カタログでもM>3では相関は見られなかった

が，M<3では，トリガするイベントと，されるイベントのマグニチュードが近いという相

関が見られた。実カタログのMcが３程度であることはマグニチュード閾値を変えて作っ

たCDFの比較から明かであり，この実カタログでみられた相関は小さな地震の取り漏らし

による虚像と考えられる（東京大学地震研究所[課題番号：ERI_13]，Petrillo and Zhuang, 

2023）。 

時間不変のGR則に象徴されるような予測不能性は，破壊開始した地震破壊がマルチス

ケールで複雑な強度と応力の空間分布のなかで，どこまで成長を続けられるかが実質的

に偶然で決まる(e.g., Ide and Aochi, 2005)せいであると考えられる。一方で，破壊深

さの300℃限界（これ以深では定常クリープするので，すべり遅れ・応力蓄積がない）の

ような決定論的な破壊停止要因もたしかにあるが，脆性層で有意な非地震性すべりがな

い内陸断地震のストライク方向の破壊が，断層幾何の巨視的変化部位でないところで停

止した2016年鳥取県中部地震(Mw6.2)のような場合には，そこで停止したことに関して決

定論的な要因はなさそうに思われる。しかし，この事例について，非常に多数の余震の良

く決まった断層面解を用いた高分解能の応力インバージョンを行ったところ，破壊域の

strike両端のすぐ外側では，地震前には差応力がほぼゼロ（cf. すべり域内部は20 MPa

以上）だったことがロバストに推定された。同地域の2000年鳥取県西部地震に関しても



同様のことが見受けられる。これらの位置には低速度異常もあり(Iio et al.，2021)，

低応力バリアによって発生前から地震がここで停止することが決まっていたと解釈でき

る（東京大学地震研究所[課題番号：ERI_13]，Iio et al. ，2023）。 

他方，2023年モロッコのハイ・アトラス地方の地震(Mw6.8)に対して行った遠地Ｐ波に

よるポテンシー密度テンソル逆解析では，10 kmほどに成長した破壊が直径6 kmほどの高

強度バリアにあたってそこへの侵入を拒まれ，１秒かけて回り込んでから結局そのバリ

アを破壊したという様子がロバストに推定された。この地震に関して近地強震計の記録

はないが，このようなギクシャクした破壊は強い短周期地震動を生成するから，深くPて

(20-30 km)地表まで破壊が到達しなかったわりに大きな被害を出した理由の一つと考え

られる（東京大学地震研究所[課題番号：ERI13]，Yagi et al.，2024）。 

 

ETAS 

ETASモデルによる予測地震数と観測地震数の比を，GNSSデータから計算した最大せん

断ひずみ速度に加えて，震央距離，D90，地震波速度構造とも空間相関を比較したが，最

大せん断ひずみ速度との正の相関が最も高く，2012年２月のデータまで拡張しても同様

の傾向が見られた。これは，最大せん断ひずみ速度が，ETASモデルの高精度化に有効であ

る可能性を示唆している（気象庁[課題番号：JMA01]，Tamaribuchi and Kimura, 2023）。 

Dieterich(1994)の余震の物理モデルは，RSF則にもとづく遅れ破壊として余震レート

を予測するもので，背景応力が一定レートで増加する場合には，ｐ値が１の大森・宇津則

が，背景応力が経過時間の対数に従う変化をすれば，１以外のｐ値が再現できる。これを

用いて，実際の余震活動での背景応力の時間変化を推定することを試みた。余震活動は

ETASに従うクラスタ成分（二次余震）と，Dieterichモデルに従う比較的長期的活動変化

であるトレンド成分からなると仮定し，さらに，背景応力の変化レートは地震発生時に

のみステップ変化すると仮定のもと，1995年神戸地震の余震データに適用したところ，

大まかには本震からの経過時間の対数に従いつつ，余震活動の複雑さに呼応した細かな

時間変動を伴う背景応力の時間変動を得ることができた（東京大学地震研究所[課題番

号：ERI_13]，岩田，2023)。 

余震活動には，上記で考えたような各地震イベントのすべりが母岩の弾性を通じて起

こす応力変化によるトリガリング以外に，余効すべりによって駆動されるものもあると

考えられている(e.g., Asano et al., 2011; Perfettini and Avouac, 2004)。2011年東

北沖地震からの10年間の活動にHIST-ETASを適用し，確率的デクラスタ手法(Zhuang et 

al., 2022)を用いて，観測された地震活動を背景地震活動とトリガリングによる地震活

動の時空間分布に分離した（図６）。トリガリングによる活動は本震の大すべり域による

静的応力上昇による余震として理解できるものだったが，背景地震活動は大すべり域の

downdip側の余効すべり域と一致し，その活動の時間的減衰は，相似地震 (Igarashi, 

2020)や測地観測から推定(Fukuda and Johnson, 2021)された余効すべりの減速とよく一

致しており，余効すべりに駆動された余震活動であったとみるのが妥当である。このよ

うな活動の分離解析は，余震活動の理解と予測の向上や，測地データがない場合の余効

すべりの推定に役立つだろう（東京大学地震研究所[課題番号：ERI_13]，Ueda and Kato, 

2023）。 

 



（３）先行現象に基づく地震発生の確率予測 

地震先行現象の候補として提案されている様々な自然現象について，地震発生との相

関の有無と程度を評価しておけば，その知見を経験的に地震発生確率の予測に取り入れ

ることができるし，物理ベースの演繹的予測法のヒントになることも期待できる。 

 

〇前震 

2024年１月１日能登半島地震M7.6の約１時間前から見られた前震活動について連続波

形記録を用いた解析を行った。その結果，M3未満の前震がM7.6の震央近傍約1km以内の狭

い範囲に集中して発生していたことが明らかになった（東京大学地震研究所[課題番号：

ERI_12])。 

現在進行中の群発的な地震活動がより大きな地震の前震である(i.e., 現時点までの

最大地震より大きな地震が近々起きる)確率を，群発活動のさまざまな特徴量からの回帰

モデルとして求める確率予測モデルを開発してきた(e.g.，野村・尾形，2018)。前震であ

る確率が高い活動の特徴は，クラスタ内の大きい方２つのマグニチュード差が小さい，

活動に含まれる地震数が少ない，クラスタに含まれるイベント間の距離が大きいなどで

あり，さらに，地域的な前震確率の大小がある。これらの特徴を併せたモデルを日本の

1926～1999年の地震に基いて作成し，2000～2017年10月末までの活動で検証したところ，

どちらの場合も，本震発生確率の予測値と実際に本震が発生した割合は，クロス表で同

程度によく一致していた。また，ETASによる合成カタログに適用すると実際のカタログ

に適用したときよりも尤度が有意に下がるので，余震トリガリング効果では説明できな

い，真の前震の特徴を利用できていることも確認できた。このモデルは群発地震内の最

大地震より大きいものが30日以内に起きる確率（オッズ）をフィッティングすること（図

７）で作成したが，その確率を簡単な方法で任意のM以上の地震が任意の日数内に起きる

確率に変換できるので，最近群発活動のあった地域に関しては，予測対象地震のスペッ

クを柔軟に設定して確率予報を業務的に行える。本モデルで採用した前震候補活動の特

徴量は，小さな地震の取り漏らしの影響を受けにくいという点でも実用的である。これ

に，群発活動がおきていないところでも，地震発生確率を出せるETASモデルを組み合わ

せてCSEP Japanへの提出を目指している（東京大学地震研究所[課題番号：ERI_13]，

Nomura and Ogata，2023)。 

 

〇微小リピータ前震 

前震の中には，本震の破壊開始点近傍で本震直前に多数の微小な相似地震としておこ

るものがある(e.g.，Bouchon et al.，2011，Doi and Kawakata，2012，2013)。非常に小

さな地震であるためETAS的なトリガリングで本震を起こした可能性は低く，震源核の形

成が示唆されるが，先行現象であるかどうかを検証するためには，大地震の直前だけで

なく，全ての時間・空間においてテンプレートなしで総当たり的な波形比較を行って，微

小な相似地震を網羅的に検出する必要がある。昨年度，連続波形記録同士の総当たり計

算をフーリエ変換も用いて大幅な高速化を行う手法を開発したが，年単位の処理などデ

ータ量が多くなると，連続波形記録を現在の一般的なワークステーションが搭載可能な

メモリに格納できないため，そのまま利用することはできない。そこで，本年度は，気象

庁一元化震源カタログに記載済みの地震の波形記録を，テンプレートとして活用するこ



ととし，テンプレート群と連続波形記録の相互相関の高速計算について検討した。広く

行なわれている正規化相互相関関数の全チャンネル平均値(NCC)の計算にあたっては，計

算機上，離散Fourier逆変換(IDFT)にかかる時間が処理のボトルネックとなっていること

が考えられる。しかし新たに開発された高速処理アルゴリズムDiallelX においては，

IDFTを実施する前に平均値を計算することで，IDFTの回数を，全チャンネル数の逆数倍

に削減することができる。能登半島珠洲市付近の群発地震活動を対象として，テストを

実施した。2017年１月～2022年７月までの67か月間の防災科研Hi-net連続波形記録，お

よび同期間に発生した地震（気象庁一元化震源カタログ記載済みであり，2022年６月19

日に発生したMj 5.4の地震の震央から水平距離10 km以内で発生したMj -1.0以上の地震）

928個ぶんのテンプレート波形記録（珠洲と柳田の2観測点3成分の計６成分）を使用した。

市販の24コア搭載CPUのPC環境において2.5時間程度で処理できることがわかった。暫定

的な結果ではあるが，群発活動開始後には多数の高NCCを示す波形ペアが検出されただけ

でなく，群発活動開始前にも高NCCを示す波形ペアが検出された。このうち，2019年９月

２日１時42分の地震（Mj 0.4）記録と似た波形を示した2019年２月18日21時46分は気象

庁一元化震源カタログに地震は記載されておらず，カタログ未記載の相似地震を検出し

た可能性がある。今後，このような大規模地震発生と直接関係しない類似波形ペアにつ

いて，詳細に調べていく必要がある（立命館大学[課題番号：RTM_02]）。 

 

〇前震の室内実験 

室内実験において前震的微小破壊（アコースティック・エミッション，以下AE）イベ

ントの発生状況を調べるために，人為的に低摩擦面を試料内部に配置する手法を検討し

た。天然岩石試料中に低摩擦面を埋め込むことは極めて困難であるため，セメントモル

タル試料を使用した。傾けた円筒容器にセメントモルタルを流し入れることで下層を作

成し，低摩擦面としてテフロンシートを下層表面上に配置する。円筒容器を立てて再度

セメントモルタルを流し入れることで上層を作成し，試料を完成させる。なお，上層の流

し入れを下層の完全硬化後におこなう，あるいは硬化前であっても表面処理をせずにお

こなうと，上層と下層の境界全体が低摩擦面となり，破壊強度を有意に下回る低強度で

の破壊に至ったため，下層表面には表面処理を実施した。このようにして確立された作

成手順をもとに試料を作成し，一軸圧縮破壊試験を実施した。試験機の性能上，軸応力を

破壊に向けて制御することが困難であるため，クリープ試験を実施したが，クリープ開

始後１時間以上経過しても破壊に至らず，AE活動も低調であったため，載荷をリスター

トしたところ，数分後に突然制御が不安定になり，軸応力が振動したのちに試料が破壊

した。破壊は，一軸破壊的な縦割れとせん断破壊が混在するようなモードで発生し，せん

断破壊部分の一部にテフロンシートの面が含まれていた。震源決定の精度の課題もあり，

縦割れとせん断破壊のいずれが先行したか，低摩擦面が破壊過程にどのように寄与した

かについて，判断するまでには至らなかったが，低摩擦面が最終破断面の一部に含まれ

ていたことから，試料内部に破壊に寄与する低摩擦面を含む試料の作成に成功したと言

える。今後，低摩擦面と前震的AE活動との関係，前震的AEの震源パラメータの特徴などに

ついて検討できるものと期待される（立命館大学[課題番号：RTM_02]，Inanishi et al.，

2023）。 

 



〇前震以外の地震活動異常 

長期静穏化はG=2程度の巨大地震発生危険度の高まりを示す(Katsumata and Nakatani, 

2021)が，空振りはたくさん含まれている。例えば，2005年以降にPMAP法(Katsumata and 

Zhuang, 2020)でｐ値が0.0007を切る非常に顕著な静穏化を示した７ケースのうち４つ

は，その後M8以上の地震が起きなかった空振りである。そのうち静穏化後に中規模地震

を含む顕著な群発活動地震が起きた２つの地域の地震テクトニクスを検討した。2009年

に群発地震が起きた地域は，もともと地震カップリング率が０に近いセグメントであり

(Nocquet et al., 2014)，そもそも巨大地震の起きそうな場所ではない。ここで起きた

静穏化現象は，一時的に固着が強くなって，定常的クリープに伴う地震活動が止んだだ

けと考えられる。他方，2009年に群発地震が起きた地域は，過去にM8級が起きた高カップ

リング域の縁辺部にあたる。2009年の群発地震は震源のmigrationを伴ったので，スロー

スリップが起きていたことが疑われる。最終的にはM6.6，M6.5も起きており，固着の剥が

れが進んだが，サイクルシミュレーションでよく見られるように，まだ応力蓄積が不十

分だったために(e.g., Noda et al., 2013; Ohtani et al., 2019) M8級アスペリティ本

体の破壊には進展しなかったのだろうと考えられる（東京大学地震研究所[課題番号：

ERI_13]，勝俣，2023）。 

ルーマニアのVrancea地方の中深発地震は，百年に２～３個のM6.5以上の大きな地震を

含み，その前に静穏化が起きたケースが知られている。1960-1999年の60 km以深の活動

について，Matthews (1988)のβ値を調べたところ，1977年のM7.4に先立って非常に顕著

な静穏化があったが，1986年のM7.1, 1990年のM6.9の前には有意な静穏化は見られなか

った。また，深さ情報の信頼できる2003-2013年のカタログ（この期間にはM5.5以上の地

震はおきていない）では，地震活動度は時間変化は見られなかったが，活動域の最深部に

あたる140-160 kmでだけｂ値が低いことがわかった。先行研究(Radulian et al.，1996，

Hurukawa et al.，2010)では，ここで次の大地震に向う応力蓄積が進んでいるのではと

いう指摘もある（東京大学地震研究所[課題番号：ERI_13]，Enescu et al.，2023）。 

前計画において，1984年から2011年３月11日までの６つのM7.6以上の日本の大地震全

てについて，日本全域の地震マグニチュードのnatural time系列(e.g., Varotsos et al., 

2011)の秩序パラメータ変動度から，これら６つの地震の発生時期と場所を数か月，数百

km程度に絞り込めた可能性を示した(Sarlis et al.，2013，2015)。その後，さらなる時

間の絞り込みに使えそうな現象として，マグニチュードnatural time系列のエントロピ

ーと，時間反転した系列でのそれの差のゆらぎ，および長距離相関のある系へのエント

ロピーの拡張である，非加法的なTsallisエントロピー(e.g.，Tsallis，2009)のゆらぎに，

tの1/3乗で増えるLSW相転移(Lifshitz and Slyozov，1961，Wagner，1961)と思われる挙

動を見い出した。2011年３月11日14時46分のM9東北沖地震については，2010年12月22日

の父島近海地震（M7.8, 深さ60 km）や，2011年３月９日11時45分のM7.3前震を契機とし

てこれらの現象が現れたように見える。また，2017年６月14日のチアパス地震(M8.2)，

2017年９月19日のメキシコのフラット・スラブで起きたM7.1地震，2019年７月６日のリ

ッジクレスト地震(M7.1)についても，地震発生時刻が近付くにつれて，地震発生時刻を

数時間に絞り込むことに役立ちそうな同様の現象が確認できた（東京大学地震研究所[課

題番号：ERI_13]，Varotsos et al.，2023）。 

北海道東方沖の沈み込み帯においては，Katsumata and Nakatani(2021)の解析期間の



最後2015年の時点で11年間以上M>5の地震がない状態が続いており，７年の間に75%の確

率でMw7.5以上の地震が起きるとの警報が出されていた。また，Matsu'ura(2019)も，千島

海溝西端部で2009年からETASモデルから顕著に乖離した静穏化を指摘している。そこで，

最近のデータを追加して解析したところ，Katsumata and Nakataniの警報は，根室・十

勝沖から千島南部であいかわらずONであった。一方，Matsu'uraの対ETAS静穏化について

は，地震活動の低調さは減少しているが，まだ-1シグマ未満で停滞しており，静穏化が終

了したのかどうかはっきりしない。しかし，その北東側のロシア領の地域では既にETAS

効果を伴った活動が現れている。そこで，2011年東北沖地震に起因する粘弾性的影響を

計算すると，千島海溝西端部では地震活動を促進するセンスの応力変化が期待されるこ

とがわかった。これを考慮すれば，2009年からの静穏化はまだ終了していないと見る方

が妥当かもしれない。さらに，ｂ値についても最近のデータを含めて検討したところ，

2003年十勝沖地震の震源域の東側ではｂ値減少中で，現在0.6を切っていることがわかっ

た（図８）。この領域はｂ値の減少に加えて，スロー地震関連現象の起きる領域に隣接し

ているが重なってはいない(Nishikawa, 2019)という点でも，2011年東北沖地震，2003年

十勝沖地震前の状況と似ている。また，1983年日本海中部地震の余震域を含む日本海沿

岸域で2011年５月に始まった，ETASモデルからの顕著な乖離（ETAS効果による余震が消

滅）を示す静穏化についても，その後の状況を調べたところ， 2019年の山形県沖地震

(M6.7)およびその余震活動にもかかわらず，ETAS効果が復活していないことがわかった

（松浦・他, 2023）（東京大学地震研究所[課題番号：ERI_13]，勝俣，印刷中，松浦・他， 

印刷中，楠城，印刷中）。 

2023年２月６日にトルコ南部の東アナトリア断層で起きたM7.8の地震について，この

地震の破壊開始域あたりに群発活動があり，2022年後半から，その活動が盛んになると

ともに，ｂ値が顕著に低下していたことを見い出した。また，M7.8地震の北東延長では，

その９時間後に別の断層で起きた M7.5地震の影響もあって CFFがかなり増加した (Toda 

et al., 2023)のに余震活動が少ない。これは，この部分が2020年に起きたM6.8の破壊域

であり，応力が抜けていたからだと考えられる（東京大学地震研究所[課題番号：ERI_13]，

Nanjo et al.，2023）。 

 

〇地殻流体 

同一地点に深さの違う３つの井戸を設置し，地下水位・歪・傾斜を観測する産業技術総

合研究所の地下水等総合観測施設は，南海トラフの想定震源域に20点を計画し，2006年

から順次整備を進めている。本年度は香川県綾歌郡綾川町に新規地下水等総合観測施設

を設置した（産業技術総合研究所[課題番号：AIST09]，北川・他，2023）。 

2013年４月20日のLushan地震(Ms7.0)は，2008年四川地震(Ms8.0)が起きた龍門山断層

の南部セグメントを破壊した。この周辺400 kmほどの地域では，絶対重力観測点３つと

140をこえる相対重力観測点をもちいた年２回の繰り返し重力観測がなされていた。観測

が精密になった2010年８月からLushan地震までの間のデータをベイズ同化モデルで逆解

析したところ，Lushan地震の震源域南側の広い(200 km)領域で23 uGal/yr.という，計器

誤差や浅部地下水等の変化では到底説明のつかない顕著な重力増加が示唆された。密度

変化が地下の円板状領域で起きたとすると，半径が82 km，厚味0.7 kmの領域が深さ26 km

に推定された（図９）。この場所では，2010年８月ごろから群発活動が深さ26 kmから10 



km程度にかけて10 m2/s程度の拡散的なmigrationを示したことや，マントル起源流体の

検出もあり，大規模な地殻流体の移動がLushan地震に先行したと考えられる（気象庁[課

題番号：JMA01]，東京大学地震研究所[課題番号：ERI_13]，Wang et al.，2023）。 

能登半島における群発地震活動について，2018年始めから2022年末までの20 km以浅，

M1.3以上の活動をデクラスタした上で，潮汐との関係を調査した結果，活動は５つのク

ラスタに分かてれおり，南東部の深さ14 kmより深い領域の活動のみ潮汐相関が示唆され

た（図10）。また，このクラスタのみが1.85と異様に高いｂ値を示している。このクラス

タの領域では，深部流体によって断層面が強度低下し，潮汐力の影響を相対的に受けや

すいことを反映している可能性がある（気象庁[課題番号：JMA_01]，東京大学地震研究所

[課題番号：ERI_13]，弘瀬・他，2023）。 

能登半島の群発活動で2023年５月までに起きた一番目と二番目に大きい地震である

2023年５月５日の Mj6.5， 2022年６月 19日の Mj5.4の直後を含む余震活動について，

PhaseNet(Zhu and Beroza, 2019)，REAL (Zhang et al., 2019)など最新の技法を用いた

カタログをもとにMF(Kato and Ueda, 2019)による検出補強で本震直後の取り漏らしを大

幅に減らして，DD(Waldhauser and Ellsworth, 2000)による正確な位置決定をして活動

の特徴を調べた。2023年５月５日のMj6.5は，まず2022年６月19日のMj5.4のラプチャ域

を再度すべらせ，さらにその断層の続きを浅部側へとラプチャが拡がったものであり，

さらに，この地震の直後1000秒間の余震活動は，本震破壊域に沿って深部から浅部へと

20 km/hで拡がったことがわかった。直後余震のこのような高速拡大が捉えられたのはた

ぶん世界初だが，この場所では既に深部の高圧流体の存在も推定されており，Mj6.5の本

震によって，断層に沿って透水性が大幅に増加した断層バルブ現象(Sibson，2007)であ

ると考えられる（東京大学地震研究所[課題番号：ERI_13]，Kato，2024）。 

大気中ラドン濃度については，令和５年度までに全国27施設の医薬系放射線管理施設

が参画しているモニタリングネットワークによってデータ収集・解析を続けている（東

北大学[課題番号：THK_10]）。また，旭観測点に設置した地中ラドン観測器に不良が発生

し，修理とWindows11への対応作業を実施した。また，また地中ラドン濃度の測定を60 cm

および100 cmの２つの深度で行うようにした（千葉大学[課題番号：CBA_01])。 

1995年１月17日の兵庫県南部地震の前１～２か月に，震源域の東方，芦屋断層上にあ

る神戸薬科大学で測定した大気中ラドン濃度に平年のパタンから大きく外れた顕著な変

動があったことはよく知られている。昨年度は，気温と同データの日変化解析から，測定

場所付近でのラドン散逸はむしろ減少していたのだが，兵庫県南部地震の震源域でのラ

ドン散逸によってラドン濃度が高くなった大気が混入してきたとの仮説を提唱した。今

年度は，大気の混合層の高さと大気中ラドン濃度との関係に着目し，この仮説を支持す

る結果を得た（東北大学[課題番号：THK_10]）。 

また，昨年度，大気中ラドン濃度変動の異常を機械学習(ランダムフォレスト)によっ

て検出することを試み，神戸薬科大学では1994年末から予測値と観測値の差がそれらの

標準偏差の３倍を超えていたことを報告したが，本年度は，1990年から1992年に，地震発

生前の地震の静穏化が原因と考えられる大気中ラドン濃度の低下も確認された（東北大

学[課題番号：THK_10]，Tsuchiya et al.，2023）。 

上記の異常検出手法は，平常期間の選び方によって解析結果が左右される。そこで，

季節性に対応した線形時系列モデルの１つであるSARIMAモデル及び標準偏差変動を想定



したGARCHモデルを併せて使用した。このSARIMA-GARCHモデルは，より柔軟に季節性を減

することが可能であり，モデル選択時の曖昧性も存在しない。福島県立医科大学で観測

された大気中ラドン濃度データに適用したところ，Iwata et al.(2018)の特異値分解

(SST)による異常度変動解析のピーク位置とほぼ同時期に，ピーク位置が認められた（東

北大学[課題番号：THK_10]）。 

 

〇宏観現象 

ソーシャルメディアに上がった情報の傾向調査については，検索ワード「前兆 地震」

と「地震雲」の２種類で，X（旧ツイッター）の投稿をピックアップするYahoo!の機能を

利用して，能登半島地震前の投稿数の増加や地震を想起させるような投稿があったかを

調べた。検索ワード「前兆 地震」と「地震雲」を含む投稿数は，地震が発生した１月１

日に投稿数が急増している。ただし，そのほとんどは地震発生後の投稿であり，地震直前

に投稿が増えたわけではない。なお，「地震雲」12月27日の投稿数は，前後に比べてやや

多い。この日は，愛知県で穴あき雲，関東では波状のうろこ雲またはひつじ雲が観測さ

れ，投稿数が多くなった。能登半島地震の前兆を示すような投稿はあったのかについて

は，いずれの検索ワードでもなかった，といえる（公募研究，東京学芸大学[課題番号：

KOBO30])。 

「キジがしきりに鳴けば地震がある」といった言い伝えが日本各地に残っている（大

後, 1985）。また，2011年東北地方太平洋沖地震の前日３月10日に，宮城県気仙沼市波路

上地区の住民が，激しい海鳴りとキジの鳴き声を２回ずつ聞いていた，とある（河北新

報, 2011）。これを受けて，気仙沼市とその周辺の三陸沿岸で，地震前の海鳴りとキジの

鳴き声に関する認知度を探るため，聞き取り調査(2023年３月20, 21, 29, 30日の計４日

間; 岩手県大船渡市，陸前高田市および宮城県気仙沼市の漁港を中心とした計31ヶ所)を

行った。海鳴りに関しては，聞いたことがあると答えた人が一人いたが，地震前に聞いた

ことがある人は一人もいなかった。また，海鳴りを「沖の荒れた天候によって生じた波浪

が崩れる際に出す大きな音」と認識している人は少なく，海鳴りといった言葉自体を知

らない人もいた。さらに，地震前の地鳴りを海から来る海鳴りと認識していた人もいた。

キジの鳴き声については，地震前や地震時に鳴くと答えた人が23名と，全体の３分の２

以上いた。そのうち，揺れの前もしくは地鳴りと同時に鳴くと答えた人が20名(59%)いた。

一方，キジは地震前や地震時に鳴くと答えた人の約６割の人(14名)が，キジは地震がな

いときでも鳴くと答えた。地震の揺れの前にキジの鳴き声を聞いたことがある人が20名

(59%)いたことから，「地震の前にキジが鳴く」といった言い伝えは正しかったと考えら

れる。ただし，それは地震の揺れの直前のことである。本間(1942)によれば，「キジはＰ

波発震後１，２秒後のきわめて短周期の部分に敏感のようである」とある。本調査から

は，キジはＰ波に反応していると考えられる（公募研究，東京学芸大学[課題番号：KOBO30]，

織原， 2023)。 

あまり注目されていない地震関連の災害誘因として，地震活動に伴って地中から火焔

が噴出したという記述を，1855年安政江戸地震以前の歴史地震史料から多数見つけた（図

11）。これらはいずれも地下に天然ガスを胚胎し，表面ガス兆候が見られる地域にある。

噴出火焔から火災に至ったと判断できる証言も複数見つかった。また，地震直前という

例も二つ（1703年元禄地震@小田原，1947年善光寺地震@善光寺界隈）ある（東京大学地震



研究所[課題番号：ERI_13]，榎本・他，2023）。 

 

〇電磁気的な地震先行現象 

北海道えりも観測点のULF磁力計装置の移設を９月に実施し，調整を11月に実施した

（千葉大学[課題番号：CBA_01])。 

DEMETER衛星で観測され，統計的に有意な地震先行性がよく確認されている(Nemec et 

al.，2008，2009，Pistaet al.，2013，新田・他，2016)地震数時間前のVLF帯電磁波強度

異常に特化した廉価な超小型衛星Preludeは宇宙航空研究開発機構(JAXA)の革新的衛星

技術実証プログラム４号機でのロケットに搭載が決定しており，JAXAに2024年度に納品

予定である。本年度は，昨年度に作ったミッションデザインに基づき，実現性を確認する

ためのエンジニアリングモデル(EM)の設計修正を行ない，環境試験（振動試験）および宇

宙環境でのシミュレーション（電力，熱，姿勢，通信）により衛星の設計の妥当性とフラ

イトモデル設計・開発に向けた課題を洗い出した。また，宇宙航空研究開発機構(JAXA)の

革新的衛星技術実証機のチームとの打ち合わせを毎月行い，打ち上げロケットとのイン

ターフェース調整と周波数調整を行った。調整によって変化した設計要求に基づき，エ

ンジニアリングモデルの修正・検証とフライトモデルの設計と一部部品の製造を実施し

た（公募研究，日本大学[課題番号：KOBO31]，山崎，2023)。 

昨年度に引き続き，2018年２月２日に打ち上げられた中国の地震電磁気衛星(CSES-1)

のIn-situ電離圏電子数変動と地震との関係の調査を行った。全球電離層マップ(GIM)の

電離圏総電子数(TEC)とCSESの電子密度（温度）の異常な増加（あるいは減少）が，震源

域において地震の１～５日目に出現することがわかった。また，このような地震先行異

常(PEIA)と地磁気嵐期間中にグローバルに発生する異常が異る特徴をもつことがわかり，

CSES電子密度データの空間解析は，PEIAをグローバルな影響から識別し，震源を特定で

きる可能性があることがわかった（千葉大学[課題番号：CBA_01]，Liu et al.，2023)。 

巨大地震の直前におけるTEC変化(see Heki，2020 for review)について，2008年中国

汶川地震(Mw7.9)の時期のRinexデータを入手して解析した。本震の37分前に擾乱が始ま

り，バックグラウンド値の5%に達した直前異常が見い出された。Mw7.3以上の過去20ケー

スの結果は，先行時間は断層の長さで決まり，異常の振幅のバックグラウンドに対する

割合は断層面積で決定するという単純な関係を示している。2008年汶川地震の直前の異

常は，これらトレンドと整合的だが，マグニチュードのわりに先行時間がやや長めで，強

度もやや強かった（千葉大学[課題番号：CBA_01]，東京大学地震研究所[課題番号：ERI13]，

Heki et al.，in press）。 

中日本の５観測点で超低周波(VLF)帯パルス電磁波の観測を継続している。地震に先行

したと思われるパルス(Asada et al.，2001，Nagao et al.，2021)は雷放電によるもの

と似ているので，雷放電の同定が重要である。そこで，近年世界的に展開されている超低

周波(VLF)電磁波受信機で測定された，空電から雷放電の位置を特定するためのボランテ

ィアベースのネットワークであるBlitzortung.orgについて，日本における雷放電の検出

効率と位置精度を評価した。その結果，関東など受信局が密集している地域では十分な

能力があったが，受信局が少ない地域では十分に検知できていないことがわかった。関

東圏の対地雷に対するBlitzortung.orgの最新の検出効率は約90%であり，平均位置精度

はおおよそ5.6 kmであることがわかった。VLFは長距離伝播するのでBlitzortung.orgの



結果には注意する必要がある（千葉大学[課題番号：CBA_01]，Kamogawa et al.，2023）。 

LF帯の地震前電磁放射については多くの報告があるが，その多くは狭帯域パルスの強

度に関するものであり，発生源の位置に関する議論は少ない。そこで，LF帯広帯域干渉計

の開発を進めている。干渉計素子の開発が終了し，素子による連続観測を行っている。波

形解析の予備的な結果，対地雷によるLF/VLF波形信号を正常に記録することがわかった。

また，上記の対地雷起源の波形とは異なるLF帯信号も検出した。この信号は雲内放電で

ある可能性もあるが，地震に関連している信号である可能性も棄却できないことがわか

った（千葉大学[課題番号：CBA_01]，太田・他，2023）。 

 

〇地震・火山・津波等からメカニカルに誘起されるTEC変動 

早期警報等に役立つと期待される，地震・津波・火山によって励起されるTEC変動につ

いてもひき続き事例解析を進めた。 

2023年２月６日のトルコ東アナトリア断層の地震Mw7.8(EQ1)が発生した。これは陸上

で記録された横ずれ地震の中で最大級のもので，約９時間後にEQ1の北側でMw7.7の地震

(EQ2)が発生した。音響波による地震発生時の電離圏電子数変動(CIP)を調査したところ，

観測されたCIP周期はEQ1の方がEQ2よりも幾分長かった。また，EQ1ではCIPの振幅に方位

角依存性が見られた。地磁気や視線幾何学などの既知の要因では説明できないCIP振幅の

方位依存性を示した。EQ1によるCIPは，断層に沿った一連の震源を想定することにより，

よく再現されることが数値実験により明らかになった。振幅と周期の方位依存性は複数

の震源からのAWの干渉によるものであった。また，横ずれ地震のCIP振幅は，dip-slip地

震よりも小さい傾向があることもわかった（千葉大学[課題番号：CBA_01]，Bagiya et al.， 

2023)。 

昨年度報告した2022年のトンガの火山噴火に伴う日本やインドネシア上空のTEC異常

変動について，本年度は，ニュージーランドや台湾上空のTEC異常変動についても調査し

た。気象衛星ひまわり８号の画像は，噴火によって誘導された上層対流圏の擾乱が高度

8.2 kmで水平速度約315 m/sのラム波モードで世界中に伝播していることを示している。

ニュージーランドではラム波によって励起された津波前方電離圏擾乱と，その後の太平

洋を伝播する津波との関連を示唆している。第二の擾乱は噴火の約２時間後に始まった。

これはラム波の通過によって励起された内部重力波であると考えられる。対流圏のラム

波による移動性大気擾乱 (TAD)が 11:30UTに台湾に到達すると， 98基の地上気圧計が

11:50UT頃に気圧の上昇とピークを記録し，28基の検潮儀が14:30UT頃から17:30UT頃に海

面変動の上昇と最大を記録し，イオノゾンデが14:30UT頃に電離層が最高高度に達するこ

とを観測した。台湾の10台の磁力計で測定された地球磁場の水平成分の変化は，11:00-

12:00UTの対流圏ラム波面到達時には，ほぼすべてトンガ火山の方向を指し， 22:00-

23:00UTには火山から遠ざかり，高度約130 kmの487 m/sのTAD（または熱圏ラム波面）も

活性化していることを示唆している。世界の69個のINTERMAGNET磁力計の磁場変化の水平

成分は，トンガ火山噴火によって引き起こされる対流圏と熱圏のラム波が非常に強力で，

地球上に強烈なダイナモ電流と電場を誘発することを示唆することがわかった（千葉大

学[課題番号：CBA_01]，Muafiry et al.，2023，Liu et al.，2023）。 

一方，連続的なプリニアン噴火では，しばしば約3.7 mHzと約4.4 mHzの大気モードが

励起され，全地球航法衛星システム(GNSS)受信機によってTECの高調波振動として観測さ



れる。このようなTEC振動は，2022年トンガ・ハアパイ海底火山(HTHH)が噴火した直後に

始まった。ここでは，火山から約4000 km以内の観測点におけるGNSSデータを解析し，こ

のような大気モードの時間的・空間的分布を調べたところ，噴火直後から3.7 mHz程度の

強いTEC振動が観測され，火山からの音速とともに外側に伝播した。その後，TEC振動は再

び強くなり，HTHHから約1400 kmの距離で振幅のピークを示した。このような遠距離磁場

振動は，HTHHから約3000 km離れたニュージーランドやソロモン諸島の上空でも発生した。

これらの振幅は，0S29固体地球モードの振幅と相関があり，大気モードの維持に，その下

の鉛直表面振動が一役買っている可能性を示唆している。遠距離TEC振動の開始は，現地

の日の出と同期しており，電離層電子密度の日周変動によって制御されている可能性が

あることもわかった（千葉大学[課題番号：CBA_01]，Muafiry et al.，2023，Heki，2024)。 

 

〇自動更新予測システム 

日常的な短期地震確率予報発表の試行として，公開されているHi-Net自動処理震源リ

ストを毎日自動的にダウンロードしてカタログを更新し，FORTRANプログラムとして公開

されているHIST-ETAS(Ogata et al.，2021)で計算したM6以上の地震が１日以内に起きる

確率の地図を毎日定時にXの鍵付き非公開アカウントに自動ポストするシステムを作っ

た（東京大学地震研究所[課題番号：ERI_13]，Nanjo et al.，2023）。 

ｂ値を用いた短期的な大地震予測手法として，やや大きな地震後の活発な地震活動に

注目する交通信号システム(Gulia and Wiemer，2019)があるが，地域の特性や短期的な

余震の継続時間，カタログの完備マグニチュード下限など，専門家の判断が必要なとこ

ろがあった。そこで，b-positive estimator(van der Elst，2021)を用いて自動化した

コードを作り，専門家の関与なしに数時間以内に交通信号システムが出力を始められる

ようにした（東京大学地震研究所[課題番号：ERI_13]，Gulia et al.，2023）。 
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図１．2018-2019 豊後水道・日向灘 SSE のすべりの時間発展と微動の比較（Hirose et al., 2023

より改変，東京大学地震研究所[課題番号：ERI_12]） 

（左）GNSS データから推定した SSE のすべりの時間発展。各フレームの下に表示した日付におけ

るプレート境界面上のすべり速度を 30 日ごとにカラースケールで示す。紫色の点は当該時間窓

に発生した微動の震央(防災科研の微動カタログによる）。（右）2015-2016 SSE(青コンター)およ

び 2018-2019 SSE(赤コンター)のすべり分布の比較。橙点は深部微動の震央(防災科研カタログ），

紫丸印は浅部微動の震央(Yamashita et al., 2015, 2021)。緑矢印(実線)は 2018-2019 SSE 期間

中に見られたすべり伝播方向，緑矢印(点線)は，存在するかも知れない，より浅部へのすべり伝

播経路。 

 

 

図２．南海トラフ沿いの浅部スロー地震発生域の概略図（Takemura et al., 2023 より改変，東

京大学地震研究所[課題番号：ERI_12]） 

青色が濃い領域ではプレート境界断層周辺で流体圧が高いと考えられ，浅部スロー地震の活動域

とよく一致している。図中の灰色の柱はコアサンプルが得られているボーリングの位置，矢印は

フィリピン海プレートの沈み込み方向を示す。  



 

図３．南海トラフ沿いの反射法探査測線とタービダイトの分布（Park and Jamali Hondori, 2023

より改変，東京大学地震研究所[課題番号：ERI_12]） 

反射法探査測線(灰色)上で確認された３つのタービダイト(西側，中央，東側)をそれぞれ紫，緑，

オレンジ色で示す。シアンの丸は浅部スロー地震(Kano et al., 2018)を示す。プレート間の固

着を表すすべり欠損(Yokota et al., 2016)を赤のグラデーションで示す。黒点線は南海トラフ

の軸を表す。 

 

 

図４．PINN による断層すべりの予測結果の例（Fukushima et al., 2023 より改変，京都大学理

学研究科[課題番号：KUS_01]） 

青丸が使用した擬似データを，赤線が PINN による断層すべりの数値計算結果を表す。（左）400

日，（中）500 日，（右）600 日のデータを用いた場合の結果。  



 

図５．2011 年３月 15 日の静岡県東部の地震(M5.9)による富士山直下の LFE 活動の活発化（Nanjo 

et al., 2023 より改変，東京大学地震研究所[課題番号：ERI_13]） 

（a）JMA カタログに載っている富士山直下の LFE の分布。うち 87 個(黒丸)を MF 法のテンプレー

トに用いた。長方形は，2011 年３月 15 日の静岡県東部の M5.9 地震の震源域。赤三角は富士山頂

の位置。（b）黒線は 2003 年から 2019 年までの富士山直下の LFE(CC=0.25 の MF で検出)の累積イ

ベント数。左パネルでは横軸を時刻，右パネルでは横軸をイベント番号(発生順序)としてプロッ

トした。赤線は 2011 年３月 15 日の静岡県東部の M5.9 地震(縦線のタイミング)の直前までの活

動を ETAS でフィットし，それ以降はそのモデルを外挿したもの。右パネルには外挿の 95%CI も

示した。 

 

 

図６．2011 年東北沖地震(M9)の余震を応力変化によるものと余効すべりによるものに分けた解

析（Ueda and Kato, 2023 より改変，東京大学地震研究所[課題番号：ERI_13]） 

HIST-ETAS のフィッティングで求めた（a）背景活動レート，（b）余震生産性の空間分布。（c）確

率的デクラスタリングで求められた背景活動の地震数は年々減少していて，かつ相似地震カタロ

グ(Igarashi, 2020)から求めた非地震性すべりの量や，測地データから推定(Fukuda and Johnson, 

2021)された余効すべりの量に比例している。 

  



 

図７．群発活動が前震である確率の，最大イベント２つのマグニチュード差，最大マグニチュー

ド，クラスタが含むイベント数への依存性（Nomura and Ogata, 2023 より改変，東京大学地震研

究所[課題番号：ERI_13]） 

対数オッズの上記３変数への依存性をフィットする３次スプラインを，クラスタが含むイベント

数 N が 2，5，10，20 の場合について示した。丸印は前震であった(その後 30 日以内により大き

い地震が起きた)クラスタ，プラス印は前震でなかったクラスタを表す。 

 

 

図８．東北から北海道の太平洋側のｂ値の時空間変化（楠城, in press より改変，東京大学地震

研究所[課題番号：ERI_13]） 

（a）2020 年９月１日から 2023 年 10 月 29 日の M2.5 以上で求めたｂ値の空間分布。黒色の星は

東北沖地震と十勝沖地震の震源を示す。オレンジ色と青色のコンターは，それぞれコサイスミ

ックとポストサイスミックのすべり領域を示す(東北沖地震は Ozawa et al., 2012，十勝沖地震



は Yagi, 2004 より入手)。赤色の星は M6.8 以上の地震。（b）スロー地震関連現象(Nishikawa 

et al, 2019)を(a)に重ねたもの。黄色の四角は超低周波地震，青色の丸は繰り返し地震を含む

群発地震。（c）(a)に示す直径 100 km の円内の地震活動のｂ値の時間変化。一点鎖線は東北沖

地震のタイミング。 

 

 

図９．2013 年４月 20 日の Lushan 地震(Ms7.0)に先行した重力変化（Wang et al., 2023 より改

変，東京大学地震研究所[課題番号：ERI_13]） 

（a）ベイズ的データ同化によるインバージョン結果。2010 年８月を基準に 2012 年 10 月の変化

量を示した。空き丸は相対重力観測点。赤三角は絶対重力観測点。大きな黄色丸は Lushan 地震

の震源。（b）(a)に示した６つの地点における重力(ベイズ的データ同化インバージョンの結果)

の経時変化。顕著な重力増加が広域的に見られた(a)の点線で囲んだ地域内のものを赤，それ以

外の場所のものを青で示した。（c-e）2009 年から Lushan 地震までの，10 km 以深の地震活動。

色は発生時期。大きな黄色丸は Lushan 地震。(c)の円は，円板状を仮定して推定された密度変化

域。破曲線は 2010 年８月に始まったように見える震源マイグレーション。（f）総合的な解釈。

D1-D7 はモデル切断面。TPB: チベット高原ブロック。SCB: 南中国ブロック。ANHF：Anninghe 断

層。XSHF：Xianshuihe 断層。LMSF：Longmenshan 断層。 

 

 



 

 

図 10．能登地方の群発地震活動の潮汐相関調査（弘瀬・他, 2023 より改変，東京大学地震研究

所[課題番号：ERI_13]，気象庁[課題番号：JMA_01]） 

（イ）活動は５つのクラスタ(N，E，W，Ss，Sd)に分かれている。サブパネル b-d では，カラーコ

ードでクラスタを区別した。サブパネル a のビーチボールは 2022 年６月 19 日に領域 E で発生し

た Mj5.4 の地震の気象庁 CMT 解で，今回の群発活動において典型的である。全てのイベントにつ

いて潮汐力は，走向 45°，傾斜角 45°，すべり角 90°の断層を仮定して計算した。また，ΔCFF

については，仮定する摩擦係数(下付きカッコ内に記した)を 0.1 から 0.9 まで 0.1 刻みで変えて

全て検討した。（ロ）Sd クラスタの活動に対する Schuster 検定の結果。ｐ値 5%で相関ありとみ

なせた項目は枠を赤にした。（ハ）Sd クラスタの活動に対する Houston プロット。応力区間は正

負の２分割とした。塗り潰し棒は無相関の場合の期待頻度 (Nexp)。各パネルの上段の数字は

Nobs/Nexp の差の絶対値で青線の傾斜に対応。下段の数字はカイ二乗値。ｐ値 5%(カイ二乗値で

3.8415 に相当)で相関ありとみなせた項目は枠を赤にした。なお，(ロ)でも(ハ)でも，24 時間空

かない地震はトリガ関係にあるとみなして先頭の地震だけを残すデクラスタを行った後の 66 個

のイベントを対象としている。 

 



 

 

図 11．地震活動に伴って地中から火焔が噴出した歴史地震の震央（榎本・他, 2024 より改変，

東京大学地震研究所[課題番号：ERI_13]） 

黒塗りの地域は天然ガス鉱床分布(石油技術協会, 1983)。 


	1(2)_地震(長期予測)
	1(3)_地震(中短期予測)



